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はじめに 
 

本町の６５歳以上の高齢者人口の割合（高齢化率）

は、2023（令和５）年時点では34.7％ですが、今後

上昇し、2040（令和22）年には42％台になると  

推計しています。 

高齢化率が上昇していく中、「住めば健康」で、   

高齢者がもっと安心して暮らせるまちを目指して   

いくためには、行政、社会福祉協議会、地域包括支援

センター、医療機関、介護事業所などの関係機関が 

一層力を合わせ、高齢福祉サービスを更に充実しつつ、介護保険事業の運営を  

安定させていくことが求められています。 

そこで、第九期高齢者福祉計画・介護保険事業計画においては、関係機関の  

連携をもとに、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちを目指し、   

町民一人ひとりが地域とのつながりを大切しながら、健康で生きがいのある、   

日常生活を積極的に送れるよう、「通いの場」の普及などを進め、地域づくり・   

健康づくりに積極的に取組んでまいります。 

新しい計画を作るにあたり、熱心にご審議いただきました大磯町高齢者福祉  

計画策定等委員会の皆様をはじめ、アンケート調査へのご協力や、パブリック    

コメントなどにおいて貴重なご意見をお寄せくださいました町民の皆様、すべての

関係者の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

令和６年３月 

 

大磯町長 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景 

全国の総人口は総務省の推計によると、2023（令和５）年９月１日現在、約１億2,445

万人で、そのうち高齢者人口は3,623万人、高齢化率は29.1％と、高齢者が４人に１人を

上回る人口構成となっています。一方、本町の総人口は、2023（令和５）年１月１日現在、

31,243人で、そのうち高齢者人口は10,843人、高齢化率は34.7％と、全国を上回る高齢

化率となっています。 

2025（令和７）年には、いわゆる団塊の世代が75歳以上となり、2040（令和22）年

には団塊ジュニア世代が65歳以上を迎えることから、今後も高齢化が進むことにより要介

護認定率の上昇や介護サービスへの需要は高まることが予測されるとともに、少子化の進行

により生産年齢人口の減少、担い手不足が見込まれています。 

このような状況の中、国においては、2000（平成12）年度に介護保険制度を創設し、社

会情勢の変化に合わせて制度の見直しを行ってきました。今後、急激に高齢化が進行する地

域もあれば、高齢化がピークを迎える地域も出てくるなど、人口構成の変化や介護サービス

に対するニーズ等は地域によって異なる動向を示すことが予測されています。 

こうした社会情勢を踏まえ、2021（令和３）年度に施行された「地域共生社会の実現の

ための社会福祉法等の一部を改正する法律」では、地域共生社会の実現を図るため、地域住

民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制づくりの支援のほか、地域

の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、介護人材確保及び業務

効率化の取組の強化など、所要の措置を講ずることとされており、具体的な取組内容や目標

を定め、優先順位を検討した上で、高齢者福祉施策を推進していくことが求められています。 

また、2023（令和5）年5月に交付された「全世代対応の持続可能な社会保障制度を構

築するための健康保険法等の一部を改正する法律」では、介護基盤整備を図るため、介護保

険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供を行う事業（公布後４年以内に施行）

を医療保険者と一体的に実施することとし、町の地域支援事業として位置づけされたほか、

地域包括支援センターの体制整備等（令和６年４月施行）として、要支援者に行う介護予防

支援について、居宅介護支援事業所も町からの指定を受けて実施可能となることが示されま

した。 

本町においては、2021（令和３）年３月に策定した「第八期大磯町高齢者福祉計画・介

護保険事業計画」（以下「第八期計画」という。）に基づき、保健福祉サービスの充実や、

介護保険事業の安定した運営などに計画的に取り組んできましたが、新型コロナウイルス感

染症の流行により高齢者福祉施策の推進に影響を及ぼした施策もあると考えられることか

ら、これまでの取組の成果や課題の分析等を行い、高齢者が元気で持てる力を発揮し、とも

に支え合いながら、安全に安心していつまでも住み慣れた地域で暮らせるまちづくりを目指

して、2024（令和６）年度を初年度とする「第九期大磯町高齢者福祉計画・介護保険事業

計画」（以下「本計画」という。）を策定するものです。 
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２ 計画の法的根拠 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第20条の８の規定に基づく「市町村老人福祉計画」であ

り、すべての高齢者を対象とした健康づくり、生きがいづくり、日常生活支援、福祉水準の

向上など高齢者に係る福祉施策全般を範囲とする計画です。 

一方、介護保険事業計画は、介護保険法第117条の規定に基づく「市町村介護保険事業計

画」であり、高齢者が住み慣れた家庭や地域で、自らの意思に基づき利用する介護保険サー

ビスを選択し、自立した生活を営むことができるよう、必要となるサービスに関する整備目

標等を取りまとめた計画です。両計画が相互に連携することにより、総合的な高齢者福祉施

策の展開を図ることができるよう一体的に策定するものです。 

 

 

３ 第九期計画策定における新たな視点と取組 

○第九期計画において新たに基本項目とした視点に係る取組の記載を充実します。 

（１）地域の通いの場の推進 

通いの場とは、地域の住民同士が気軽に集い、一緒に活動内容を企画し、ふれあいを通し

て「生きがいづくり」「仲間づくり」の輪を広げる場所です。地域の介護予防の拠点となる

場所でもあります。 

地域の高齢者が毎日をいきいきと健康に過ごすための場所である「通いの場」は、介護予

防・認知症予防にもつながる重要な取組として推奨されています。 

介護予防とは、要介護状態等の予防や軽減、悪化の防止を目的として行うものです。 

その介護予防のためには、日常生活において「運動」「栄養」「社会参加」の三本柱を意識

していくことが大切となりますが、普段から通いの場に通うことにより、人と交流する「社

会参加」の機会になるとともに、自宅から通いの場まで歩いて行くこと自体が日々の「運動」

につながることが期待されます。 

町では団塊の世代が75歳以上になる2025（令和7）年には、21.6％が後期高齢者とな

ると推定しています。年齢による運動機能の低下や独居高齢者の増加などにより、自宅に閉

じこもりがちになってしまい、介護が必要な状態に陥ってしまう高齢者が増えていくことが

予想されます。 

高齢者を地域で見守り、支え合うため、身近に気軽に出かけられる「通いの場」づくりを

広げ、高齢者が住み慣れた地域で健康であり続けることができるまちを目指します。 

（２）重層的支援体制整備に向けた連携促進 

社会福祉法の改正により、重層的支援体制整備事業が創設されました。この事業の創設は、

これまでの福祉制度・政策と、人びとの生活そのものや生活を送る中で直面する困難・生き

づらさの多様性・複雑性から表れる支援ニーズとの間にギャップが生じてきたことを背景と

しています。 
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人びとのニーズに注視すると、例えば、社会的孤立をはじめとして、生きる上での困難・

生きづらさはあるが既存の制度の対象となりにくいケースや、いわゆる 8050 問題やダブ

ルケアなど個人・世帯が複数の生活上の課題を抱えており、課題ごとの対応に加えてこれら

の課題全体を捉えて関わっていくことが必要なケースなどが明らかとなっています。 

重層的支援体制整備事業は、人びとの生活そのものや生活を送る中で直面する困難・生き

づらさの多様性・複雑性に応えるものとして創設されたものです。こうした困難や生きづら

さは個々人で大きく異なるため、どのような困難や生きづらさでも支援の対象となりうると

いう前提で、すべての人びとのための仕組みであり、また、交付金の一体的交付や、「地域

型」の類型を設けることで、対象者別の制度の下では難しかった、新しい創意工夫が生まれ

やすいような仕組みとなっています。 

町では、2023（令和５）年３月に策定した「大磯町地域福祉計画」のもと、重層的な地

域福祉ネットワークの構築のため、介護保険事業においても町民の複雑化・複合化した課題

について早期に支援につなげることができる体制の構築に努めます。 

（３）介護人材育成・確保と介護サービスの適正な実施 

地域包括ケアシステムを推進していく上で、介護人材の育成・確保そして定着は喫緊の課

題であり、国、県、事業者の取組はもとより、市町村の取組も肝要であり、介護職員が安心

して働くことができるよう、ハラスメント対策を含む職場環境・労働環境の改善を図ってい

くことが必要です。 

従事者の育成に関しては、具体的に総合事業（基準緩和型）の従事者の養成や、介護職員

初任者研修等への補助、介護に関する普及啓発を行うことなどが考えられます。 

また、介護職員へのハラスメントは介護職員の離職を招く一因となっているとされていま

す。介護現場の職員が安心して働ける環境を整備し、利用者に対する安定的な介護サービス

を確保するため、利用者や家族に対する啓発により介護保険現場におけるハラスメント対策

に努めることが重要です。 

2021（令和３）年からすべての介護事業者に、ハラスメントにより職員の就業環境が害

されることを防止するための指針の明確化等、必要な措置が義務づけられました。 

町では、介護人材の育成、確保、定着のための施策を検討し、介護人材が安心して職務に

携わることのできる環境整備と現場の安全性の確保の取組に努めます。 

なお、介護サービスの適正な実施については、介護保険制度を維持する上で、質が高く必

要なサービスを提供していくとともに、財源と人材をより重点的・効果的に活用することで

持続可能な仕組みを構築することが求められています。 

 

  



第１章 計画策定にあたって 

6 

４ 計画の位置づけ 

本計画は、「大磯町第五次総合計画前期基本計画」を町政の最上位計画とし、「大磯町地

域福祉計画」を福祉の各分野の上位計画と位置づけるとともに、高齢者福祉施策に関連する

分野の個別計画として、町の様々な計画と調和を図ります。 

また、神奈川県が策定する「かながわ高齢者保健福祉計画」及び「神奈川県保健医療計画」

との整合を図ります。 
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大磯町地域福祉計画 
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大
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大
磯
町
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が
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者
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祉
計
画 

大
磯
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子
ど
も
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か
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き
プ
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ン 

大
磯
町
高
齢
者
福
祉
計
画
・ 

介
護
保
険
事
業
計
画 

・かながわ高齢者保
健福祉計画 

・神奈川県保健医療
計画 

介護保険事業に係る
保険給付の円滑な実
施を確保するための
基本的な指針 

神奈川県 

国 
大
磯
町
自
殺
対
策
計
画 

大
磯
町
地
域
防
災
計
画 

そ
の
他
関
連
計
画 

※その他関連計画 
・大磯町生涯学習推進計画   ・大磯町国民健康保険データヘルス計画 
・大磯町国民健康保険特定健康診査等実施計画 ・大磯町交通安全計画 
・大磯町バリアフリー基本構想 
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５ 計画の期間 

本計画は、３年を１期として定めることになっています。 

したがって、第九期計画の計画期間は、2024（令和６）年度から2026（令和８）年度

までの３年間となります。 

 

■計画の期間 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 2030 年度 2040 年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

           

 

 

６ 計画策定体制 

（１）策定等委員会の設置 

本計画の策定にあたっては、幅広い分野からの意見を取り入れるため、保健・福祉・医療

の学識経験者、介護保険事業者連絡会、大磯町社会福祉協議会、大磯町老人クラブ連合会、

公募町民及び行政職員で構成される「大磯町高齢者福祉計画策定等委員会」を設置し、計画

方針等について意見をいただきました。 

（２）アンケート調査の実施 

町民や事業者の実態や意向を把握し、計画に反映させるため、介護保険及び高齢者福祉施

策に関するアンケート調査を実施しました。 

 

調査対象者 配布数 回収数 回収率 

一般高齢者・要支援認定者・事業対象者 1,200 通 749 通 62.4％ 

壮年層（55 歳以上 65 歳未満） 400 通 128 通 32.0％ 

在宅要介護認定者（要介護１～５） 400 通 160 通 40.0％ 

 

  

第八期計画 第九期計画 第十期計画 

見直し 見直し 

【2025（令和７）年】 

団塊の世代が 75 歳以上に 

第
十
四
期
計
画 

【2040（令和 22）年】 

団塊ジュニア世代が 65 歳以上に 
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（３）パブリックコメントの実施 

パブリックコメントとは、重要な政策（計画）を決定する際に、予め「案」を公表し、広

く町民から意見をいただくことで、町民の町政への参画を促進する制度です。提出された意

見は、町で十分検討し、考慮した上で計画を策定します。 

本計画の策定においても、町民参画は重要であることから、パブリックコメントを実施し

ました。 

●意見募集期間：2023（令和５）年 11 月 15 日から 12 月 14 日まで 

●意見提出件数：２件 

●閲覧場所：町民情報コーナー（役場本庁舎・国府支所）、福祉課窓口、横溝千鶴子記念障害

福祉センター、世代交流センターさざんか荘、図書館本館、町ホームページ 

 

 



 

 

 

第２章 

 

高齢者を取り巻く状況と将来推計 
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第２章 高齢者を取り巻く状況と将来推計 

１ データで見る現状と推計 

（１）人口の推移と推計 

高齢者人口について、2023（令和５）年１月１日現在の65歳以上の人口は、10,843人

で高齢化率（65歳以上人口 ÷ 総人口）は34.7％となっています。今後、高齢者人口の伸

びは落ち着くものの、総人口が減少していくと推計しており、高齢化率は上昇し、2025（令

和７）年には35%を超え、2040（令和22）年には42%台となっていると推計しています。 

また、2023（令和５）年には、後期高齢者人口（75歳以上）が6,093人となっており、

前期高齢者人口（65歳から74歳）より1,000人以上上回っており、2024（令和６）年以

降はその差がさらに大きくなると推計しています。 

 

■高齢者人口と高齢化率の推移と推計 

 

※資料：2023（令和５）年までは神奈川県年齢別人口統計調査（各年１月１日現在）、2024（令和６）年以降は推計値（各年１月１日現在） 
 

 

  

9,839 9,511 9,374 9,118 8,980 8,873 7,890 

10,979 11,030 11,026 10,850 10,813 10,721 
7,868 

5,194 5,059 4,750 4,523 4,354 4,277 

5,167 

5,676 5,841 6,093 6,178 6,337 6,428 
6,584 

31,708 31,461 31,262 30,669 30,484 30,299 
27,509 

34.3 34.6 34.7 34.9 35.1 35.3 

42.7 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2021年

令和3年

2022年

令和4年

2023年

令和5年

2024年

令和6年

2025年

令和7年

2026年

令和8年

2040年

令和22年

40歳未満人口 第２号被保険者（40～64歳）
前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）
高齢化率

（人） 推計値 実績値 
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（２）人口構成 

2023（令和５）年１月１日現在の人口構成では、70歳台の占める割合が高く、その子

ども世代である45～54歳の占める割合が高くなっています。 

2040（令和22）年１月１日現在の推計値では、さらに少子高齢化が進み、いわゆる「つ

ぼ型」になると推計しています。 

 

■人口構成（2023（令和５）年１月１日（実績値）） 

 
※資料：神奈川県年齢別人口統計調査（2023（令和５）年１月１日現在） 

 

■人口構成（2040（令和 22）年１月１日（推計値）） 

 
※資料：推計値（2040（令和 22）年１月１日現在）  

427

608

690

724

585

489

474

736

940

1,248

1,298

1,175

940

964

1,270

1,120

879

428

196

428

577

685

686

577

452

513

723

938

1,207

1,276

1,020

984

1,054

1,462

1,314

993

697

466

0人500人1,000人1,500人2,000人

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

0人 500人 1,000人 1,500人 2,000人

364

450

515

510

527

516

531

546

539

544

693

915

1,185

1,357

1,263

967

710

605

481

346
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490

507
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551
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729

927

1,194

1,370

1,177

961

882

946

1,032
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0～4歳

5～9歳
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15～19歳

20～24歳
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30～34歳

35～39歳
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45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性 女性

0人 500人 1,000人 1,500人 2,000人
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（３）高齢者の世帯の推移 

2000（平成12）年の国勢調査では、単身（一人暮らし）の高齢者世帯は、642世帯（全

世帯の5.8％）でしたが、2020（令和２）年の国勢調査では、1,679世帯（13.2％）と３

倍近い世帯数となっています。また、高齢者のみの世帯も、858世帯（7.8％）から2,093

世帯（16.5％）と大きく増加しています。 

 

■高齢者のいる世帯の推移 

 

※資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
 

  

9,566 9,742 9,797 9,265 8,903 

858 1,136 1,437 1,789 2,093 
642 902 1,182 1,408 1,679 

7.8% 
9.6% 

11.6% 
14.4% 

16.5% 

5.8% 
7.7% 

9.5% 
11.3% 

13.2% 

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2000年

平成12年

2005年

平成17年

2010年

平成22年

2015年

平成27年

2020年

令和2年

その他世帯 高齢者のみ世帯 高齢者単身

高齢者のみ世帯の割合 高齢者単身の割合

（世帯）
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高齢者のいる世帯の住まいの所有について、2020（令和２）年の国勢調査の結果をみる

と、大磯町では、91.6％の高齢者が「持ち家」に住んでいるという結果が出ています。神奈

川県（79.3％）や全国（82.1％）と比較して高い割合となっています。 

また、「持ち家」のうち、住居の種類は、一戸建て住宅が87.4％、共同住宅が11.7％と

なっています。 

 

■高齢者の住居所有状況の推移 

 

※資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
 

■高齢者が住んでいる住居の種類 

 

※資料：国勢調査（2020（令和２）年 10 月１日現在） 
 

  

4,284 

5,013 

5,772 
6,361 

6,841 

3,839 

4,496 

5,208 
5,814 

6,265 

89.6% 89.7% 90.2% 91.4% 91.6% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2000年

平成12年

2005年

平成17年

2010年

平成22年

2015年

平成27年

2020年

令和2年

65歳以上の高齢者がいる住宅に住む一般世帯数 うち持ち家 持ち家率

（人）

87.4 0.8 11.7 0.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一戸建て 長屋建て 共同住宅 その他
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（４）高齢者の状況 

①推定認知症高齢者数の推移 

推定認知症高齢者数については、75歳以上人口の増加などにより、2020（令和２）年

に1,857人、2025（令和７）年には2,056人、2035（令和17）年には2,373人になる

と見込んでいます。 

 

■推定認知症高齢者数の推移 

 

 

 

  

1,516 

1,857 
2,056 

2,214 
2,373 2,340 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2015年

平成27年

2020年

令和2年

2025年

令和７年

2030年

令和12年

2035年

令和17年

2040年

令和22年

推定認知症高齢者数

（人）

 2015 年 

平成 27 年 

2020 年 

令和２年 

2025 年 

令和７年 

2030 年 

令和 12 年 

2035 年 

令和 17 年 

2040 年 

令和 22 年 

65 歳以上高齢者数 a 9,972 人 11,122 人 11,112 人 10,959 人 11,090 人 11,304 人 

※認知症高齢者発症率 b 15.2％ 16.7％ 18.5％ 20.2％ 21.4％ 20.7％ 

推定認知症高齢者数 a×b  1,516 人 1,857 人 2,056 人 2,214 人 2,373 人 2,340 人 

※日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究【厚生労働科学研究助成金 厚生労働科学特別研究事業】 
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②就労の状況 

高齢者の就業状況については、2020（令和２）年の国勢調査によると、65歳以上の高

齢者の22.7％が就業しており、その他無職が76.5％という状況でした。 

 

■高齢者の就労状況 

 

 

各世代別でみると、55歳から59歳までの世代では77.1％（男性86.9％、女性66.4％）

の人が就業していますが、60歳から64歳までは65.4％、65歳から69歳までは44.5％、

70歳から74歳までは28.5％、75歳以上で11.1％と減少しています。 

 

■高齢者の就業状況 

単位：人 

 世代別 対象者 就業者 
各世代の 

就業率（％） 
（就業者） 
主に仕事 

（就業者） 
家事のほか

仕事 

（就業者） 
通学のかた
わら仕事 

（就業者） 
休業者 

総
数 

55～59 歳 2,021 1,559 77.1 1,274 259 - 26 

60～64 歳 1,972 1,290 65.4 1,025 241 1 23 

65～69 歳 2,274 1,012 44.5 701 275 1 35 

70～74 歳 2,929 834 28.5 541 246 - 47 

65 歳以上 10,853 2,473 22.8 1,619 709 2 143 

75 歳以上 5,650 627 11.1 377 188 1 61 

男
性 

55～59 歳 1,057 919 86.9 889 12 - 18 

60～64 歳 950 747 78.6 717 12 1 17 

65～69 歳 1,065 609 57.2 526 58 - 25 

70～74 歳 1,399 521 37.2 422 60 - 39 

65 歳以上 4,870 1,525 31.3 1,242 174 1 108 

75 歳以上 2,406 395 16.4 294 56 1 44 

女
性 

55～59 歳 964 640 66.4 385 247 - 8 

60～64 歳 1,022 543 53.1 308 229 - 6 

65～69 歳 1,209 403 33.3 175 217 1 10 

70～74 歳 1,530 313 20.5 119 186 - 8 

65 歳以上 5,983 948 15.8 377 535 1 35 

75 歳以上 3,244 232 7.2 83 132 - 17 

※資料：国勢調査（2020（令和２）年 10 月１日現在） 
 

  

14.9 6.5 

0.0 1.3 0.7 

76.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に仕事 家事のほか仕事 通学のかたわら仕事 休業者 完全失業者 その他無職
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２ 介護保険事業の状況と推計 

（１）被保険者数の推移と推計 

2018（平成30）年から2023（令和５）年までの第１号被保険者（前期高齢者及び後期

高齢者）の推移をみると、2022（令和４）年までは増加傾向で推移し、2022（令和４）

年９月末日で11,155人となっていますが、2023（令和５）年６月末日現在では、11,119

人と減少に転じています。また、2024（令和６）年以降についても減少していくと推計し

ています。 

一方、第２号被保険者（40歳から64歳）は、2023（令和５）年１月１日現在では、11,026

人で2018（平成30）年の11,276人と比較して250人減少しています。 

 

■被保険者数の推移と推計 

 

※資料：第１号被保険者は 2023（令和５）年までは介護保険事業状況報告（各年９月末日現在※令和５年は６月末日現在）、2024

（令和６）年以降は推計値 
※資料：第２号被保険者は 2023（令和５）年までは神奈川県年齢別人口統計調査（各年１月１日現在）、2024（令和６）年以降は推

計値 

  

10,986 11,042 11,122 11,150 11,155 11,119 10,805 10,761 10,744 
11,231 

11,276 11,266 
10,421 10,979 11,030 11,026 10,957 10,883 10,759 

7,521 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
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2021年
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2022年
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2023年

令和5年

2024年

令和6年

2025年

令和7年

2026年

令和8年

2040年

令和22年

第１号被保険者数 第２号被保険者数

（人）
推計値 実績値 
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（２）要介護・要支援認定者数の推移と推計 

2018（平成30）年から2023（令和５）年までの認定者数（要介護認定者及び要支援認

定者）の推移をみると、2023（令和５）年６月末日現在の認定者数は1,946人で、2018

（平成30）年と比較して210人増加（2018（平成30）年比較 12.1％プラス）してい

ます。2025（令和７）年には2,040人（2018（平成30）年比較 17.5％プラス）にな

ると推計しています。 

要介護等の状態区分ごとの認定者数をみると、2018（平成30）年以降、要支援１、要支

援２、要介護１～要介護３は増加傾向となっていますが、要介護４・要介護５は減少傾向と

なっています。 

しかしながら、今後、後期高齢者数が増加するとともに、認定者数も多くなってくると推

計しています。 

 

■認定者数の推移と推計 

 
※資料：2023（令和５）年までは介護保険事業状況報告（各年９月末日現在※令和５年は６月末日現在）、2024（令和６）年以降は

推計値 
  

252 253 272 276 282 277 287 296 304 334 
197 228 236 240 247 263 266 272 279 309 
390 406 420 419 420 414 426 437 449 

511 267 272 282 296 329 341 348 361 369 
451 

188 189 220 229 231 272 270 282 287 

356 

245 248 209 211 243 225 223 229 232 

289 

197 196 175 190 156 154 159 163 167 

217 
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2018年

平成30年

2019年

令和元年

2020年

令和2年

2021年

令和3年

2022年

令和4年

2023年

令和5年

2024年

令和6年

2025年

令和7年

2026年

令和8年

2040年

令和22年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人） 推計値 実績値 
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（３）介護保険サービス量の推移 

①介護予防サービス 

居宅サービスの利用量は、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション、

介護予防特定施設入居者生活介護が増加傾向、その他のサービスは横ばい、もしくは減少傾

向となっています。 

地域密着型サービスは利用がない、もしくは少ない状況となっています。 

 

■居宅サービスの利用量の推移 

 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

介護予防訪問入浴介護 
回数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

介護予防訪問看護 
回数 219.1 134.3 109.0 

人数 34 28 26 

介護予防訪問リハビリテーション 
回数 8.8 0.8 4.7 

人数 1 0 1 

介護予防居宅療養管理指導 人数 12 17 23 

介護予防通所リハビリテーション 人数 9 11 13 

介護予防短期入所生活介護 
日数 15.5 16.5 15.4 

人数 2 2 2 

介護予防短期入所療養介護（老健） 
日数 0.0 0.6 0.0 

人数 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 
日数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 
日数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 人数 146 145 154 

特定介護予防福祉用具購入費 人数 3 3 3 

介護予防住宅改修 人数 4 3 6 

介護予防特定施設入居者生活介護 人数 12 14 15 

介護予防支援 人数 175 170 177 

※資料：2021（令和３）年度～2023（令和５）年度 地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年 9 月 15 日 

時点）（以下、同様） 

 

■地域密着型サービスの利用量の推移 

 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

介護予防認知症対応型通所介護 
回数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 2 2 2 

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 0 0 0 
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②介護サービス 

居宅サービスの利用量は、2021（令和３）年度から2023（令和５）年度にかけて増加

傾向のサービスが多く、特に福祉用具貸与、居宅介護支援の利用人数の増加が大きくなって

います。 

地域密着型サービスの利用量は、地域密着型通所介護の利用回数、利用人数がともに多く、

2021（令和３）年度から2023（令和５）年度にかけても増加傾向となっています。 

施設サービスの利用量については、横ばいとなっています。 

 

■居宅サービスの利用量の推移 

 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

訪問介護 
回数 6,810.6 6,913.2 7,190.0 

人数 277 281 306 

訪問入浴介護 
回数 184.8 153.5 135.2 

人数 36 31 29 

訪問看護 
回数 1,720.9 1,846.8 1,827.8 

人数 224 245 251 

訪問リハビリテーション 
回数 233.8 246.5 261.0 

人数 17 17 18 

居宅療養管理指導 人数 291 299 299 

通所介護 
回数 2,656.7 2,558.0 2,728.2 

人数 272 275 304 

通所リハビリテーション 
回数 478.1 533.9 580.8 

人数 65 73 79 

短期入所生活介護 
日数 870.3 733.9 750.5 

人数 68 69 93 

短期入所療養介護（老健） 
日数 97.7 67.5 107.3 

人数 15 15 19 

短期入所療養介護（病院等） 
日数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

短期入所療養介護（介護医療院） 
日数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

福祉用具貸与 人数 528 575 592 

特定福祉用具購入費 人数 10 11 12 

住宅改修費 人数 8 9 6 

特定施設入居者生活介護 人数 97 90 94 

居宅介護支援 人数 742 783 833 
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■地域密着型サービスの利用量の推移 

 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 人数 0 0 0 

地域密着型通所介護 
回数 1,035.8 1,156.5 1,193.2 

人数 111 127 134 

認知症対応型通所介護 
回数 192.3 175.3 147.1 

人数 12 14 14 

小規模多機能型居宅介護 人数 24 20 18 

認知症対応型共同生活介護 人数 54 54 56 

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数 1 1 1 

看護小規模多機能型居宅介護 人数 0 0 0 

 

■施設サービスの利用量の推移 

 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

令和３年度 令和４年度 
令和５年度
（見込み） 

介護老人福祉施設 人数 163 171 179 

介護老人保健施設 人数 92 86 88 

介護医療院 人数 2 2 2 
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（４）給付費の推移 

本町の給付費は、2023（令和５）年度で27億3,491万９千円を見込んでいます。2021

（令和３）年度と比較すると、１億7,179万１千円増加（2021（令和３年）年度比較 6.7％

プラス）しています。 

2023（令和５）年度の給付費をサービス別にみると、居宅（介護予防）サービスが14億

7,845万円で最も高く、次いで、施設サービスが８億6,242万１千円、地域密着型（介護予

防）サービスが３億9,404万８千円となっており、2021（令和３年）年度からはすべての

サービスで増加傾向となっています。 

 

■給付費の推移 

 
※資料：地域包括ケア「見える化」システム 

※四捨五入の関係で、合計の数字と内訳の合計が一致しない場合があります。 

 

  

1,398,415 1,392,470 1,478,450 

352,707 357,618 394,048 

812,006 812,617 
862,421 

2,563,128 2,562,704 
2,734,919 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

2021年度

令和3年度

2022年度

令和4年度

2023年度

令和5年度

（見込み）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス

（千円）
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３ アンケート調査から見る現状 

第九期大磯町高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定するにあたり、介護保険及び高齢

者福祉施策に関するアンケート調査を実施しました。 

回答者の年齢構成は下図のようになります。 

 

 

 

 

 

 

回答者の世帯構成は下図のようになります。 

 

  

18.2 27.3 24.5 28.6 1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上 無回答

1.3 

4.4 6.9 11.9 21.3 20.6 31.9 1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=160)

65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

46.9 50.8 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

壮年層 (n=128)

55～59歳 60～64歳 無回答

18.2 

15.6 

10.9 

44.0 

27.5 

6.3 

4.2 

0.6 

28.9 

15.4 

31.3 

10.9 

16.9 

21.9 

41.4 

1.3 

3.1 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

認定者 (n=160)

壮年層 (n=128)

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無回答
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（１）地域生活 

①-1 介護が必要になったとき希望する介護 

自宅での介護生活を望む方（自宅で家族を中心とした介護、自宅で在宅介護サービスを利

用しながら介護）は、一般高齢者では5割半ば、壮年層では５割弱、となっています。 

 

 

①-2 家族構成からみた介護が必要になったとき希望する介護 

一般高齢者の家族構成別でみると、一人暮らしでは「民間の有料老人ホームなどの施設で

の介護」「わからない」の割合がほかの家族構成と比較して高くなっています。 

 

  

18.2 

15.6 

35.7 

32.8 

8.6 

13.3 

13.5 

10.2 

2.1 

2.3 

16.6 

22.7 

5.2 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

自宅で家族を中心とした介護 自宅で在宅介護サービスを利用しながら介護

民間の有料老人ホームなどの施設での介護 介護保険施設（特別養護老人ホームなど）に入所

病院に入院 わからない

無回答

7.4 

22.0 

35.5 

20.0 

15.1 

36.8 

35.4 

19.4 

38.3 

35.7 

12.5 

8.5 

6.5 

6.1 

6.3 

14.0 

11.3 

12.9 

13.0 

19.8 

2.9 

1.5 

0.0 

4.3 

1.6 

21.3 

17.1 

16.1 

11.3 

15.9 

5.1 

4.3 

9.7 

7.0 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし (n=136)

夫婦二人暮らし（配偶者65歳以上）
(n=328)

夫婦二人暮らし（配偶者64歳以下）
(n=31)

息子・娘との２世帯 (n=115)

その他 (n=126)

自宅で家族を中心とした介護 自宅で在宅介護サービスを利用しながら介護

民間の有料老人ホームなどの施設での介護 介護保険施設（特別養護老人ホームなど）に入所

病院に入院 わからない

無回答
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②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活を続けるために必要な在宅

医療や在宅介護の整備 

一般高齢者は、「定期的に訪問診療や訪問看護が受けられる体制」と「在宅介護在宅医療

相談窓口の充実」を、認定者は、「容態急変時や必要時の入院体制」と「24時間対応の在

宅医療体制」を、壮年層は、「定期的に訪問診療や訪問看護が受けられる体制」と「医療・

介護関係機関の連携強化」を、上位に挙げています。 

 

（２）健康・介護予防・医療 

①現在の健康状態 

健康状態がよいと思っている方（とてもよい、まあよい）は、壮年層で９割弱、一般高齢

者で約８割となっています。 

 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 認定者 (n=160) 壮年層 (n=128)

定期的に訪問診療や訪問看護が受けられ
る体制

55. 4 41. 9 64. 8

在宅介護在宅医療相談窓口の充実 52. 0 34. 4 52. 3

容態急変時や必要時の入院体制 51. 3 45. 0 49. 2

24時間対応の在宅医療体制 40. 1 42. 5 50. 0

医療・介護関係機関の連携強化 38. 5 41. 3 53. 9

看取りについての相談窓口 13. 0 16. 9 17. 2

その他 1. 7 3. 8 3. 1

無回答 8. 2 12. 5 3. 1

14.6 

18.8 

65.5 

69.5 

14.2 

10.2 

2.9 

0.8 

2.7 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答



第２章 高齢者を取り巻く状況と将来推計 

26 

②肥満度 

一般高齢者で、標準体重の方が約７割、肥満の方は２割弱となっています。なお、やせの

方は１割未満となっています。 

 

 

③物忘れが多いと感じるか 

物忘れが多いと感じる方は、一般高齢者で５割半ば、壮年層で４割弱となっています。 

 

 

  

8.0 71.8 17.7 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

18.5未満（やせ） 18.5～25未満（標準） 25以上（肥満） 無回答

55.4 

38.3 

42.0 

61.7 

2.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

はい いいえ 無回答
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④現在治療中、又は後遺症のある病気/現在抱えている傷病 

現在治療中、又は後遺症のある病気は「ない」と答えた方は、一般高齢者では２割弱、壮

年層では５割弱、となっています。 

治療中、又は後遺症のある病気として挙げられたのは、一般高齢者では「高血圧」が約４

割で最も多く、「高脂血症（脂質異常）」「目の病気」「糖尿病」が続いています。 

壮年層では「高血圧」が約２割で最も多く、「高脂血症（脂質異常）」「糖尿病」が続い

ています。 

 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 壮年層 (n=128)

高血圧 39. 3 21. 1

ない 17. 2 47. 7

高脂血症（脂質異常） 15. 0 16. 4

目の病気 13. 5 7. 8

糖尿病 11. 4 11. 7

心臓病 11. 1 3. 9

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症
等）

9. 4 5. 5

腎臓・前立腺の病気 8. 6 1. 6

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等） 5. 5 1. 6

胃腸・肝臓・胆のうの病気 5. 5 3. 1

がん（悪性新生物） 4. 7 0. 0

耳の病気 3. 9 0. 8

血液・免疫の病気 3. 2 2. 3

脳卒中（脳出血・脳梗塞等） 2. 9 2. 3

外傷（転倒・骨折等） 1. 6 0. 8

うつ病 1. 1 0. 8

パーキンソン病 0. 7 0. 0

認知症（アルツハイマー病等） 0. 4 0. 0

その他 5. 9 10. 9

無回答 5. 9 3. 1
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認定者で現在抱えている傷病について、「なし」と答えた方は少なく、抱えている病気で

最も多いのは「認知症」で３割強、次に多いのは、「眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を

伴うもの）」「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」でそれぞれ１割半ばとな

っています。 

 

 

 

⑤-1 認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいるか 

一般高齢者で「はい」と答えた方は１割弱、「いいえ」は約９割となっています。 

 

  

単位：％

認定者 (n=160)

認知症 32. 5

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴
うもの）

16. 9

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭
窄症等）

15. 6

糖尿病 15. 0

心疾患（心臓病） 14. 4

脳血管疾患（脳卒中） 10. 0

変形性関節疾患 8. 1

悪性新生物（がん） 6. 3

腎疾患（透析） 5. 6

膠原病（関節リウマチ含む） 5. 6

パーキンソン病 5. 6

呼吸器疾患 5. 0

難病（パーキンソン病を除く） 3. 8

その他 22. 5

なし 3. 1

わからない 1. 9

無回答 3. 8

7.0 89.9 3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

はい いいえ 無回答
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⑤-2 認知症に関する相談窓口を知っているか 

一般高齢者で「はい」と答えた方は２割強、「いいえ」は７割半ばとなっています。 

 

 

（３）日常生活・生活支援 

①今後、日常生活に必要となる又は充実が必要と思う支援サービス 

今後、日常生活に必要となる支援サービス又は充実が必要と思う支援サービスは、一般高

齢者、壮年層とも、「買い物」「庭木の手入れ（草刈等）」「特にない」が上位を占めてい

ます。次に多いのは、一般高齢者では「食事」「掃除、片付け」「ゴミ出し」、壮年層では

「食事」「掃除、片付け」「見守り、声かけ」となっています。 

 

 

  

22.1 74.5 3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

はい いいえ 無回答

単位：％

一般高齢者 (n=746) 壮年層 (n=128)

買い物 32. 8 37. 5

庭木の手入れ（草刈等） 32. 4 32. 8

食事 23. 3 26. 6

掃除、片付け 22. 8 25. 8

ゴミ出し 21. 6 23. 4

見守り、声かけ 16. 9 25. 8

入浴 14. 6 18. 0

洗濯 12. 6 14. 8

サロンなどの定期的な通いの場 11. 1 12. 5

外出介助 11. 0 19. 5

その他 2. 3 3. 1

特にない 31. 8 33. 6

無回答 5. 1 2. 3



第２章 高齢者を取り巻く状況と将来推計 

30 

②介護保険サービス以外の支援・サービス 

認定者が利用している介護保険サービス以外の支援・サービスで最も多いのは「買い物（宅

配は含まない）」で、「掃除・洗濯」「配食」「ゴミ出し」が続いています。 

また、今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスでは「移送サービス（介護・

福祉タクシー等）」が最も多く、「配食」「見守り、声かけ」「掃除・洗濯」「外出同行（通

院、買い物など）」が続いています。 

 

 

③地域の高齢者が困っているときに手伝いをする気持ちはあるか 

手伝う気持ちのある方（現在している、ボランティアでお手伝いする気持ちはある、多少

の報酬があれば手伝いたい）は、一般高齢者で４割弱、壮年層で５割半ばとなっています。 

手伝わない理由としては、一般高齢者では「健康上できない」が約２割、壮年層では「時

間がない」が２割弱で最も多くなっています。 

  

単位：％

認定者 (n=160) 現在、利用している 今後、必要と感じる

買い物（宅配は含まない） 6. 9 12. 5

掃除・洗濯 5. 0 13. 1

配食 4. 4 14. 4

ゴミ出し 4. 4 11. 3

調理 3. 8 11. 9

外出同行（通院、買い物など） 3. 8 13. 1

移送サービス（介護・福祉タクシー等） 3. 1 18. 8

サロンなどの定期的な通いの場 3. 1 7. 5

見守り、声かけ 2. 5 14. 4

その他 1. 9 6. 9

利用していない・特になし 68. 8 38. 8

無回答 13. 1 15. 6

5.0 

3.9 

27.1 

32.8 

4.8 

18.8 

17.7 

16.4 

19.4 

4.7 

13.0 

18.0 

4.8 

3.9 

8.2 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

現在している ボランティアでお手伝いする気持ちはある

多少の報酬があれば手伝いたい そういう気持ちはない

健康上できない 時間がない

その他 無回答
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（４）介護 

①-1 主な介護者の要介護者との関係 

認定者の主な介護者は「子」が約５割で最も多く、「配偶者」が３割半ば、「子の配偶者」

が１割未満で続いています。 

 

 

①-2 主な介護者の性別 

認定者の主な介護者の性別をみると、「女性」が７割強、「男性」が２割半ばとなってい

ます。 

 

 

①-3 主な介護者の年齢 

認定者の主な介護者の年齢は「60代」「70代」がそれぞれ約３割で最も多く、「50代」

「80歳以上」が続いています。 

 

 

  

33.7 51.5 5.0 

0.0 2.0 

4.0 4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=101)

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

25.7 72.3 2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=101)

男性 女性 無回答

1.0 

4.0 18.8 30.7 30.7 11.9 3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=101)

20歳未満 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 わからない 無回答
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①-4 家族・親族の介護に要する日数 

家族・親族からの認定者に対する介護は、週にどのくらいあるかについて、「ほぼ毎日あ

る」が５割弱となっており、「ない」は２割半ばとなっています。 

 

 

  

24.4 4.4 5.6 5.0 48.1 12.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=160)

ない 家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある 週に３～４日ある

ほぼ毎日ある 無回答
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②家族・親族の介護内容 

認定者の主な介護者が行っている介護内容では、「食事の準備（調理等）」「金銭管理や

生活面に必要な諸手続き」がそれぞれ約８割で最も多く、「その他の家事（掃除、洗濯、買

い物等）」「外出の付き添い、送迎等」が続いています。 

 

 

  

単位：％

認定者 (n=101)

食事の準備（調理等） 79. 2

金銭管理や生活面に必要な諸手続き 79. 2

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等） 78. 2

外出の付き添い、送迎等 66. 3

服薬 58. 4

身だしなみ（洗顔・歯磨き等） 29. 7

衣服の着脱 28. 7

入浴・洗身 27. 7

認知症状への対応 27. 7

屋内の移動・移乗 26. 7

食事の介助（食べる時） 21. 8

日中の排泄 18. 8

夜間の排泄 13. 9

医療面での対応（経管栄養、ストーマ
等）

9. 9

その他 5. 9

わからない 0. 0

無回答 2. 0
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③家族・親族の介護にあたり不安に感じること 

現在の生活を継続していくにあたって、認定者の主な介護者の方が不安に感じることでは、

「外出の付き添い、送迎等」が２割半ばで最も多く、それに「夜間の排泄」「認知症状への

対応」「食事の準備（調理等）」「入浴・洗身」「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」

などが続いています。 

 

 

  

単位：％

認定者 (n=160)

外出の付き添い、送迎等 24. 8

夜間の排泄 21. 8

認知症状への対応 19. 8

食事の準備（調理等） 13. 9

入浴・洗身 11. 9

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等） 11. 9

金銭管理や生活面に必要な諸手続き 8. 9

日中の排泄 6. 9

屋内の移乗・移動 6. 9

服薬 4. 0

医療面での対応（経管栄養、ストーマ
等）

4. 0

食事の介助（食べる時） 3. 0

衣服の着脱 1. 0

身だしなみ（洗顔・歯磨き等） 0. 0

その他 9. 9

不安に感じていることは、特にない 7. 9

主な介護者に確認しないと、わからない 0. 0

無回答 25. 7
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④介護で仕事を辞めた家族・親族がいるか 

認定者の主な介護者が介護をしている場合に、介護を主な理由として過去１年の間に仕事

を辞めた家族・親族がいるかについて、「いない」と答えた方は７割弱となっています。 

 

 

⑤介護者の勤務形態 

認定者の主な介護者の現在の勤務形態では「働いていない」が約５割で最も多く、「フル

タイムで働いている」「パートタイムで働いている」がそれぞれ２割弱で続いています。 

 

 

（５）日常活動・社会参加 

①外出頻度 

一般高齢者で最も多いのは「週２～４回」で、それに次ぐ「週５回以上」と合わせると８

割強となっています。 

 

  

67.3 

4.0 

3.0 

1.0 

0.0 

3.0 

21.8 

0% 20% 40% 60% 80%

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が転職した

わからない

無回答 認定者 (n=101)

17.8 17.8 50.5 0.0 13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=101)

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

5.1 11.1 45.8 37.1 0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答
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②-1 就労 

働いている方は、一般高齢者で３割弱、壮年層で７割半ばとなっています。 

 

 

また、一般高齢者に対する何歳まで働きたいかという質問に対しては「80歳以上」が３

割半ばで最も高く、次いで「75～79歳」が約３割、「70～74歳」が１割半ばとなってい

ます。 

 

 

②-2 就労理由 

就労理由としては、一般高齢者、壮年層ともに、「生活費を得るため」と回答した方が最

も多く、「社会や人とのつながりを持つため」「生きがいのため」「健康に良いから」「自

由に使えるお金がほしいから」などが続いています。 

 

  

26.5 

75.0 

0.8 

1.6 

4.8 

3.1 

55.2 

17.2 

12.6 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

働いている 就労先を探している 今は探していないが今後働きたい 働けない、働きたくない 無回答

0.4 15.8 29.6 35.0 19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=240)

69歳まで 70～74歳 75～79歳 80歳以上 無回答

単位：％

一般高齢者 (n=746) 壮年層 (n=128)

生活費を得るため 21. 3 56. 9

社会や人とのつながりを持つため 20. 0 8. 8

生きがいのため 17. 5 5. 9

健康に良いから 12. 5 5. 9

自由に使えるお金がほしいから 8. 8 5. 9

社会の役に立ちたいため 7. 1 4. 9

ほかにやることがないから 1. 3 0. 0

不測の事態に備えるため 0. 8 1. 0

その他 2. 9 2. 0

無回答 7. 9 8. 8
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③参加したい・関心のある趣味・スポーツ 

２割を超えているのは、一般高齢者では「園芸」「健康運動」「ランニング・ウォーキン

グ」「音楽」、壮年層では「ランニング・ウォーキング」「音楽」「園芸」となっています。 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 壮年層 (n=128)

園芸 26. 5 20. 3

健康運動 23. 9 18. 0

ランニング・ウォーキング 23. 7 28. 9

音楽 23. 5 26. 6

パソコン 19. 2 18. 8

料理 15. 5 19. 5

日曜大工 11. 1 14. 8

歴史 11. 0 11. 7

洋裁・和裁・編み物 10. 7 12. 5

球技 10. 1 8. 6

書道 9. 9 10. 9

美術 9. 2 13. 3

写真 7. 2 10. 2

語学 7. 2 13. 3

麻雀 6. 6 3. 9

俳句・短歌・川柳 5. 8 1. 6

水泳 5. 5 10. 9

伝統文化・郷土学習 5. 0 4. 7

囲碁 4. 2 0. 8

華道 3. 5 3. 9

将棋 3. 5 1. 6

ダンス 3. 5 7. 0

栄養 3. 4 7. 8

茶道 3. 2 3. 9

科学 2. 7 3. 1

武道 2. 1 4. 7

香道 1. 2 3. 1

その他 8. 2 11. 7

参加したくない、関心がない 9. 1 7. 0

わからない 2. 0 0. 0

無回答 6. 6 6. 3
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④会・グループ等参加状況 

一般高齢者が年に数回以上参加している会・グループ等は、「収入のある仕事」が２割強

で最も多く、「スポーツ関係のグループやクラブ」「趣味関係のグループ」「町内会・自治

会」「ボランティアのグループ」の順で続いています。 

 

 

壮年層が年に数回以上参加している会・グループ等は、「収入のある仕事」が５割半ばで

最も多く、「町内会・自治会」「スポーツ関係のグループやクラブ」「趣味関係のグループ」

「ボランティアのグループ」の順で続いています。 

 

  

12.7 

21.7 

20.6 

7.6 

2.7 

3.2 

18.2 

22.9 

62.6 

57.1 

58.0 

64.5 

69.3 

69.8 

56.4 

52.5 

24.7 

21.2 

21.3 

27.9 

28.0 

26.9 

25.3 

24.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

一般高齢者 (n=746)

参加している（年に数回以上） 参加していない 無回答

9.4 

21.1 

14.8 

3.9 

0.0 

0.0 

21.9 

53.9 

81.3 

70.3 

75.0 

83.6 

87.5 

87.5 

68.8 

42.2 

9.4 

8.6 

10.2 

12.5 

12.5 

12.5 

9.4 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

壮年層 (n=128)

参加している（年に数回以上） 参加していない 無回答
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⑤-1 いきいきした地域づくり活動への参加意向 

地域住民の有志によって、健康づくり活動等のグループ活動を行って、いきいきした地域

づくりを進めるとしたら、その活動に参加したいかについては、一般高齢者の４割半ば、壮

年層の５割半ばが参加意向を持っています。 

 

 

⑤-2 参加してみたい、関心がある分野 

健康づくり活動等で参加してみたい、関心がある分野では、一般高齢者、壮年層ともに、

「健康づくり活動」が最も多く、それに「その他ボランティア活動」などが続いています。 

 

 

⑤-3 いきいきした地域づくり活動への世話役としての参加意向 

地域住民の有志によって、健康づくり活動等のグループ活動を行って、いきいきした地域

づくりを進めるとしたら、その活動の企画・運営に参加したいかについては、一般高齢者の

２割半ば、壮年層の約４割が参加意向を持っています。 

 

  

4.4 

5.5 

34.0 

47.7 

46.6 

43.0 

5.2 

0.8 

9.7 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

単位：％

一般高齢者 (n=287) 壮年層 (n=68)

健康づくり活動 67. 9 45. 6

その他ボランティア活動 13. 2 29. 4

介護予防活動 8. 4 2. 9

福祉・介護ボランティア活動 6. 3 17. 6

その他 1. 4 2. 9

無回答 2. 8 1. 5

1.2 

5.5 

22.3 

35.9 

60.9 

55.5 

2.5 

0.8 

13.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

壮年層 (n=128)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答
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（６）介護保険 

①介護保険料 

介護保険料に負担感を持っている（かなりの負担である、やや負担である）方は、一般高

齢者で７割半ば、認定者で５割半ばとなっています。 

 

 

介護保険料とサービスのあり方については、一般高齢者、認定者ともに、「保険料も介護

サービスも、今のままでよい」が最も多く、それぞれ約４割、５割半ばを占めています。 

 

 

  

32.4 

15.0 

42.6 

38.8 

18.0 

38.1 

0.3 

1.3 

6.7 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

認定者 (n=160)

かなりの負担である やや負担である 妥当な額である 思ったより安い 無回答

24.8 

18.1 

20.1 

9.4 

38.9 

56.3 

16.2 

16.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者 (n=746)

認定者 (n=160)

保険料が今より高くなっても、介護サービスを充実すべきである

介護サービスが低下しても、保険料は高くならないようにすべきである

保険料も介護サービスも、今のままでよい

無回答
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②介護保険事業に関して町に望むこと 

認定者では、「家族等の介護者に対する支援」が約４割で最も多く、「介護保険制度に関

するわかりやすい情報の提供」「介護保険制度の手続きの簡素化」「認知症施策の充実」な

どが続いています。 

 

 

③施設等への入所・入居を現時点で検討しているか 

認定者の中で、施設等への「入所・入居は検討していない」方は６割半ば、「入所・入居

を検討している」「すでに入所・入居申し込みをしている」方は合わせて約３割となってい

ます。 

 

  

単位：％

認定者 (n=160)

家族等の介護者に対する支援 39. 4

介護保険制度に関するわかりやすい情報
の提供

28. 8

介護保険制度の手続きの簡素化 26. 9

認知症施策の充実 22. 5

低所得者に対する負担軽減策の充実 21. 9

介護予防事業の充実 12. 5

サービス事業者の質の向上 9. 4

不適切なサービス利用や過剰なサービス
提供の是正

5. 6

苦情処理への迅速な対応 2. 5

その他 1. 9

特にない 11. 3

無回答 15. 6

66.3 13.8 16.9 3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定者 (n=160)

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している すでに入所・入居申し込みをしている 無回答
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（７）施策全般 

①情報入手先 

健康や介護の情報が必要になった場合はどこから手に入れるかについて、一般高齢者では

「町役場の窓口・掲示板」「医師・看護師」「地域包括支援センター」など、認定者では「ケ

アマネジャー」「町の広報誌」「医師・看護師」など、壮年層では「インターネット」「大

磯町ホームページ」「町役場の窓口・掲示板」などが主なものとなっています。 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 認定者 (n=160) 壮年層 (n=128)

町役場の窓口・掲示板 54. 0 7. 5 40. 6

医師･看護師 26. 8 18. 1 17. 2

地域包括支援センター 25. 1 8. 1 31. 3

大磯町ホームページ 24. 4 13. 1 47. 7

家族・親族 19. 8 12. 5 8. 6

インターネット 16. 0 14. 4 48. 4

ケアマネジャー 13. 5 55. 0 23. 4

町の広報誌 13. 1 20. 0 12. 5

民生委員 11. 9 3. 8 4. 7

社会福祉協議会 10. 1 5. 6 6. 3

近所の人や知人 8. 7 13. 1 5. 5

病院 7. 8 4. 4 7. 8

その他の介護サービス従事者 4. 0 8. 1 4. 7

新聞･雑誌･テレビ･ラジオ 2. 1 11. 9 1. 6

その他 0. 0 0. 6 2. 3

特にない 1. 3 3. 1 1. 6

無回答 7. 1 10. 6 1. 6
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②相談相手 

健康や介護のことで困ったとき、誰に相談するか、誰に相談したいと思うかについて、一

般高齢者では「町役場の担当者」「家族・親族」「医師・看護師」など、認定者では「ケア

マネジャー」「医師・看護師」「家族・親族」など、壮年層では「町役場の担当者」「家族・

親族」「ケアマネジャー」などが主なものとなっています。 

 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 認定者 (n=160) 壮年層 (n=128)

町役場の担当者 55. 1 16. 3 58. 6

家族・親族 42. 2 43. 1 50. 0

医師･看護師 37. 1 45. 0 34. 4

地域包括支援センターの職員 28. 0 11. 9 32. 0

ケアマネジャー 21. 6 65. 6 42. 2

民生委員 12. 6 5. 6 7. 8

社会福祉協議会の職員 10. 2 5. 0 10. 2

その他の介護サービス従事者 10. 1 16. 9 13. 3

医療ソーシャルワーカー 7. 5 6. 9 15. 6

近所の人や知人 5. 1 13. 8 12. 5

その他 0. 4 0. 6 3. 1

特にはいない 2. 7 1. 9 3. 9

無回答 8. 4 10. 0 0. 0
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③町に充実を望む高齢者施策 

町に対して、どのような高齢者施策の充実を望むかについて、一般高齢者、認定者では「一

人暮らし高齢者に対する援助」「家族等の介護者に対する支援」「日常生活支援サービス」

など、壮年層では「一人暮らし高齢者に対する援助」「家族等の介護者に対する支援」「在

宅介護サービス」などが主なものとなっています。 

 

 

  

単位：％

一般高齢者 (n=746) 認定者 (n=160) 壮年層 (n=128)

一人暮らし高齢者に対する援助 47. 9 37. 5 48. 4

家族等の介護者に対する支援 32. 3 35. 6 38. 3

日常生活支援サービス 29. 4 26. 3 25. 8

在宅介護サービス 28. 4 21. 9 35. 2

健康づくり 25. 3 18. 8 21. 9

社会保障（年金、健康保険等) 24. 3 18. 8 29. 7

高齢者が気楽に集まることのできる場の
提供

20. 4 20. 6 21. 1

生涯学習・スポーツなどの生きがい施策 18. 5 9. 4 24. 2

介護保険施設の整備 18. 4 18. 1 27. 3

福祉や生活にかかわる相談体制の整備 16. 6 14. 4 18. 0

介護予防施策 15. 8 10. 6 13. 3

住まいや街づくりの環境整備（バリアフ
リー化）

15. 7 19. 4 10. 2

認知症予防施策 13. 7 20. 6 16. 4

ボランティア･地域活動等の社会活動の支
援

12. 5 10. 0 17. 2

災害・救急支援 9. 8 8. 8 10. 9

就労支援 9. 1 5. 6 31. 3

終活支援 6. 8 6. 9 3. 1

交通安全 4. 4 4. 4 5. 5

防犯・消費者保護 4. 4 7. 5 3. 9

高齢者の虐待等権利擁護対策 2. 9 1. 9 4. 7

敬老事業 1. 1 2. 5 0. 0

その他 2. 1 3. 1 2. 3

特にない 1. 9 2. 5 5. 5

無回答 12. 3 14. 4 1. 6
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４ 大磯町の特徴と課題 

（１）人口構成・要介護認定者・認知症高齢者 

○今後しばらくは前期高齢者が減少する一方で、後期高齢者は増加していくことが予測され

ます。後期高齢者の増加に伴い、要介護認定者や認知症高齢者が増加することが予測され

ることから、第九期計画期間及び 2040（令和 22）年の中長期的な視点を踏まえながら、

適切な介護保険サービスの提供体制の確保に努めるとともに、要支援・要介護認定を受け

た方の自立支援・重度化防止や認知症対策に向けた取組の強化が求められています。 

（２）高齢者のいる世帯 

○一人暮らしの高齢者世帯や高齢者のみの世帯が大幅に増えており、今後、高齢者の増加に

伴い、この傾向は続いていくことが予測されます。これまで新型コロナウイルス感染症の

影響もあり、地域のつながりの希薄化も進む中、身近な地域で支えていく仕組みづくりが

重要となります。 

○大半の高齢者が「持ち家」に住んでおり、介護が必要になったときには、自宅での介護生

活を望む方が最も多くなっています。地域での介護生活を支える体制の整備を推進するこ

ととあわせて、在宅での介護では老老介護をしている世帯も多く、今後も増えることが予

測されることから、家族等の介護者が抱える負担軽減に向けた取組も求められています。 

（３）地域生活 

○一人暮らしの高齢者では、介護が必要になったときに、民間の有料老人ホームなどの施設

等での生活を望む方が相対的に多くなっています。介護付き住宅などの施設サービスが求

められています。 

○介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活を続けるために、在宅医療や在宅介

護の整備として必要なこととして、壮年層は、「定期的に訪問診療や訪問看護が受けられ

る体制」「医療・介護関係機関の連携強化」を、一般高齢者は、「定期的に訪問診療や訪問

看護が受けられる体制」「在宅介護在宅医療相談窓口の充実」を、認定者は、「容態急変時

や必要時の入院体制」「24 時間対応の在宅医療体制」を上位に挙げており、医療機関と在

宅生活における連携体制の構築が必要です。 

（４）保健・医療 

○現在治療中、又は後遺症のある病気は高血圧が最も高くなっています。高血圧が重症化す

ると脳血管疾患等の生活習慣病や介護を必要とする状態になる場合があります。健康で自

立した生活を送るためには、若い世代から取り組みはじめることで、運動習慣や食生活へ

の意識などが定着し、将来的な健康や介護予防につながると考えられることから、健康づ

くりの施策とも連携しながら、あらゆる世代が健康づくりに関心が持てるよう、健康情報

に触れる機会を増やすなど、健康に良い行動をとりやすい環境づくりが必要です。 
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（５）日常生活・生活支援 

○認定者で一人暮らしをしている方が１割半ばに達しています。地域における高齢者の見守

りや、日常生活を支援するサービス等の体制整備が求められています。 

○認定者が今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスでは「移送サービス（介護・

福祉タクシー等）」「外出同行（通院、買い物など）」などの移動手段に関するものも多くな

っています。高齢者の日常生活を支えるとともに、通院や買い物、介護予防教室等への参

加など、高齢者の日常生活や介護予防等の活動への参加を支えるためにも、移動手段の確

保が望まれます。 

○地域の高齢者が困っているときに手伝う気持ちを持っている高齢者が多いため、困ってい

る人と支援できる人をつなげるための仕組みづくりが必要です。 

（６）日常活動・社会参加 

○一般高齢者の多くの方が、年を重ねても働き続ける意欲を持っています。働く場やこれま

での知識や経験を活かし、地域社会で役割を持って個々の能力を発揮できる場などの活躍

の場を充実していくことが必要です。 

○一般高齢者の社会活動への参加率は、総じて低いという結果になっています。一方で、地

域の活動への参加意向を持った高齢者も多いため、実際の活動につなげるための支援体制

が必要です。 

（７）介護保険 

○給付費の推移をみると増加傾向にあり、今後もこの傾向が続いていくことが予測されます。

一方で、保険料に対し負担を感じているという方もいることから、中長期的な視点を踏ま

えつつ、適切な介護保険サービスの提供に努めることが求められています。 

○認定者は、介護保険事業に関して町に「家族等の介護者に対する支援」「介護保険制度に

関するわかりやすい情報の提供」「介護保険制度の手続きの簡素化」「認知症施策の充実」

などを望んでいます。 

（８）施策全般 

○健康や介護の情報が必要になった場合の情報入手先は、壮年層では「インターネット」「大

磯町ホームページ」「町役場の窓口・掲示板」、一般高齢者では「町役場の窓口・掲示板」

「医師・看護師」「地域包括支援センター」、認定者では「ケアマネジャー」「町の広報誌」

「医師・看護師」が主なものでした。必要な人に必要な情報が届くよう、多様な情報提供

ツールの活用が必要です。 

○健康や介護のことで困ったとき、誰に相談するか、誰に相談したいと思うかについて、壮

年層では「町役場の担当者」「家族・親族」「ケアマネジャー」、一般高齢者では「町役場

の担当者」「家族・親族」「医師・看護師」、認定者では「ケアマネジャー」「医師・看護師」

「家族・親族」が主なものでした。一人で困りごとや悩みを抱え込まないよう、相談窓口

の周知と相談体制の充実が望まれます。 
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○町に対して、どのような高齢者施策の充実を望むかについて、壮年層では「一人暮らし高

齢者に対する援助」「家族等の介護者に対する支援」「在宅介護サービス」など、一般高齢

者、認定者では「一人暮らし高齢者に対する援助」「家族等の介護者に対する支援」「日常

生活支援サービス」などが主なものでした。共通して「一人暮らし高齢者に対する援助」

「家族等の介護者に対する支援」を望む声が多く、方策を検討することが望まれます。 

（９）地域ケア会議から見えた課題 

医師会、居宅介護支援事務所、社会福祉協議会、民生委員、地域包括支援センター、基幹

相談支援センター、保健福祉事務所、行政等の専門機関が集まり、個別ケースを検討する中

から地域課題を探り、その課題解決から地域包括ケアシステムの構築につなげることを目的

として、毎月「地域ケア会議」を開催しています。 

第八期計画期間で行われた地域ケア会議からは、突然独居になる等の家庭環境や生活環境

の変化に対応できていない住民が増加しており、将来起こりうる課題（リスク）を「我が事」

として考える準備ができていない「リスクヘッジ（起こりうるリスクの程度を予測して、リ

スクに対応できる体制を取って備えること）への認識の不足」という課題が見えてきました。 

○今後起こりうるリスクに対しての認識を深めるため、リスクヘッジに対する住民への周

知・啓発が必要です。 

○今後何が起こりうるかを研究予測し、住民に伝える仕組みづくりが必要です。また、住民

が主体的に課題解決に取り組める仕組みづくりも必要です。 

○様々な人が関わり合える「ともに考える場」の創出が必要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三期計画から、基本理念を「住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり」とし、

その実現のために、団塊の世代が75歳以上となる2025（令和７）年を目途に、地域包括

ケアシステムの構築を進めています。 

本計画において、計画期間中に2025（令和７）年に至りますが、団塊ジュニア世代が65

歳以上となり、全国的に高齢者人口がピークとなり、介護ニーズの高い85歳以上人口が急

速に増加することが見込まれている2040（令和22）年も見据えて、地域共生社会の実現

を目指して計画を策定します。 

 

  

住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり 

大磯町の恵まれた自然環境の中で、高齢者が元気で持てる力を発揮し、ともに

支え合いながら、安全に安心していつまでも住み慣れた地域で暮らせるまちづ

くりを目指します。 
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相談支援・コーディネート等 
・地域包括支援センター 
・介護支援専門員 

いつまでも元気に暮らすために… 
生活支援・介護予防 

 

●在宅系サービス 

・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・短期入所生活介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

●介護予防サービス 

●施設・居住系サービス 

・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 

・認知症共同生活介護 

・特定施設入居者生活介護 

 

日常の医療 

・かかりつけ医、有床診療所 

・地域の連携病院 

・歯科医療、薬局 

病院 

急性期、回復期、 

慢性期 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO等 

自宅 

サービス付き高齢者向け住宅 等 

介護が必要になったら… 
介護 

病気になったら… 
医療 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

「地域包括ケアシステム」は、高齢者が住み慣れた自宅や地域で自立し、尊厳のある暮ら

しを可能な限り継続できるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供

されることを目指したものです。 

第八期計画では、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」を

踏まえ、これまでの取組を強化しながら、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制の充実を図ってきました。 

今後は、包括的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の整備とあわせて医療と介護の連携強

化や、医療・介護の情報基盤の一体的な整備による地域包括ケアシステムの一層の推進や地

域づくり等により、「地域共生社会」の実現に向けて中核的な基盤となる地域包括ケアシス

テムの深化・推進を図っていきます。 

 

■地域包括ケアシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：厚生労働省の資料より作成  

通院・入院 

通所・入所 

住まい 
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地域共生社会とは 

すべての人々が、「支える側」「支えられる側」という一方向の関係ではなく、誰もが支

え・支えられるものであるという考え方のもと、それぞれ役割を持ち、地域の資源や人の多

様性を活かしながら、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会をいい

ます。 

つまり、これまでの高齢者福祉、障がい福祉、児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分

野ごとの「縦割り」による支援ではなく、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、

人と資源がつながり支え合う社会を作っていくことが、地域共生社会において重要となりま

す。 

■地域共生社会のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化や単身世帯の増加、社会的孤立などの影響により、人々が暮らしていく上での課題

は、様々な分野の課題が絡み合うことで、福祉ニーズも多様化・複雑化しています。 

また、地域・家庭・職場といった生活の様々な場において、支え合いの基盤が弱まってき

ており、生活に困難を抱えながらも誰にも相談できない、あるいは、適切な支援に結びつか

ないことなどにより、課題が深刻化しているケースが増えています。 

このような暮らしの変化や社会構造の変化を踏まえ、町民が様々な地域生活課題を抱えな

がらも、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、「地域共生社会」の実現が重要

となります。 

  

※資料：厚生労働省資料をもとに作成 

◇生きがいづくり 

◇安心感ある暮らし 

◇健康づくり、介護予防 

◇ワークライフバランス 

支え・支えられる関係の循環 
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～ 

すべての人の生活の基盤としての地域 

地域における人と資源の循環 
～地域社会の持続的発展の実現～ 

すべての社会・経済活動の基盤としての地域 

環境 産業 交通 農林 

◇居場所づくり 

◇社会とのつながり 

◇多様性を尊重し包摂

する地域文化 

◇就労や社会参加の

場や機会の提供 

◇多様な主体による、

暮らしへの支援への

参画 

◇社会経済の担い手

輩出 

◇地域資源の有効活

用、雇用創出等によ

る経済価値の創出 



第３章 計画の基本的な考え方 

54 

３ 基本目標 

地域包括ケアシステムが効果的に機能するためには「4つの助（自助・互助・共助・公助）」

について、基本的な考え方とそれぞれの関係性を理解することが大切です。 

自分の力で住み慣れた地域で暮らすために、自らの健康管理をし、生きがいや役割を持ち、

自分で自分を助ける「自助」、隣近所や個人的な関係性を持つ人同士が助け合いながら暮ら

す「互助」、医療、年金、介護保険、社会保険制度など相互の負担で成り立つ相互扶助であ

る「共助」、自助・互助・共助では対応出来ないこと（困窮等）に対して必要な生活保障を

行う社会福祉制度である「公助」という４つの「助」によるまちづくりを進め、様々な生活

課題を「自助・互助・共助・公助」の連携によって解決していく取組が必要です。 

このことから、第九期大磯町高齢者福祉計画・介護保険事業計画は、基本理念である「住

み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり」の実現に向けて、以下の４つの目標を掲げ、

高齢者福祉施策を進めます。 

 

 

 

高齢者の豊かな経験や知識を活かし、社会の一員として、活躍することができる環境づく

りや地域の住民同士が気軽に集い活動できる地域の通いの場を推進するとともに、高齢者自

らが生活を支え、維持していけるように自立支援や介護予防を推進し、健康寿命の延伸に向

けた未病改善に向けて取り組みます。 

また、就労、生涯学習、スポーツ活動、世代間交流、ボランティアなどの地域活動を含め

た幅広い社会参加と交流の活性化を促進し、「高齢者がいつまでも元気で暮らせるまち」を

目指します。 

 

 

 

住み慣れた地域で、高齢者が安全で安心して生活ができるよう、災害、防犯、交通安全、

救急、感染症対策等の体制整備を推進するとともに、道路や公共施設等のバリアフリー化を

推進します。 

また、高齢者一人ひとりを尊重し、高齢者の尊厳を保ち、安定して生活していくため、権

利や財産を守る仕組みづくりや虐待防止対策を推進するとともに、ヤングケアラーを含めた

高齢者を支える家族等への家族介護支援の充実を図り、「高齢者が安心して暮らせるまち」

を目指します。 

  

基本目標１ 高齢者がいつまでも元気で暮らせるまち 

基本目標２ 高齢者が安心して暮らせるまち 
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住み慣れた地域での暮らしを望む高齢者にとって、高齢者福祉サービスや介護サービスな

どの公的サービスに加え、地域での支え合いが重要になります。 

支援の必要な人に介護保険等の様々なサービスを提供するとともに、地域福祉活動を推進

し、お互いに助け合う体制づくりを進め、地域共生社会の実現に努めます。 

また、支援を必要とする地域住民が抱える複雑化・複合化した地域生活課題に対応できる

よう、早期に支援につなげることができる体制として、重層的な支援体制の整備を進めます。 

さらに、認知症施策を推進し、認知症に対する正しい知識や理解のための普及啓発に取り

組み、「地域のみんなで支え合うまち」を目指します。 

 

 

 

介護保険制度は、制度創設以来21年を経過し、65歳以上被保険者数、サービス利用者数

が増加し、高齢者の介護に無くてはならないものとして定着・発展しています。 

介護が必要になったときに高齢者一人ひとりの生活環境や心身の状況に応じた介護サー

ビスが受けられるよう、介護保険サービスの充実を図るとともに、高齢者の介護を社会全体

で支える仕組みである介護保険制度が安定的に運営できるよう、制度の普及啓発や介護給付

の適正化に取り組み、介護人材の確保・質の高いサービスの提供に努め、「適切な介護保険

運営とサービスの質の向上」を目指します。 

 

■自助、互助、共助、公助のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：厚生労働省地域包括ケア研究会報告書より作成 

  

基本目標３ 地域のみんなで支え合うまち 

基本目標４ 適切な介護保険運営とサービスの質の向上 
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４ 日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域の概要と設定 

介護保険事業計画における日常生活圏域の設定方法は、人口規模や、地理的条件、交通事

情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備状況などの条

件を総合的に勘案し定めています。 

第九期計画においては、令和５年度から２か所に設置した地域包括支援センターを内包す

る町全域を１つの日常生活圏域として設定します。 

（２）日常生活圏域の検討 

医療・介護リスクの高い後期高齢者人口が増加し、今後も高齢化が進むことにより、日常

生活圏域では「おおむね３０分以内に必要なサービスが提供される」だけでなく、介護予防

のための通いの場へ「徒歩で通うことのできる」体制が求められてきます。 

今後、２つの地域包括支援センターの役割分担・連携を明確にし、機能強化を推進するた

め、日常生活圏域の設定の見直しを検討します。 

 

５ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進 

ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）とは、2015（平

成27）年９月の国際サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」

における、2030（令和12）年までに達成を目指す国際社会共通の目標です。 

17のゴールと169のターゲットで構成され、「誰一人取り残さない」ために、経済・社

会・環境などの広範な課題に、同時解決的に取り組むことを目指しています。 

本計画では、「住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり」という基本理念の実現

に向けて、各施策の推進を図ることにより、ＳＤＧｓの目標として関連が深い「貧困をなく

そう」「すべての人に健康と福祉を」「住み続けられるまちづくりを」等の達成につなげて

いきます。 

 

■ＳＤＧs：17の持続可能な開発目標 
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６ 災害及び感染症に対する備えの検討 

（１）災害に対する備えの検討 

近年の災害発生状況を踏まえると、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等におけ

るリスクや、物資の備蓄及び調達状況の確認を行うことが重要であることから、日頃から介

護事業所等と連携し、介護事業所等で策定している災害に関する具体的な計画を定期的に確

認するとともに、避難経路等の確認を促す取組や情報提供を行います。 

また、地域で暮らす高齢者の方、特に単身の方や自ら避難することが困難な方など、支援

を要する高齢者の方への対応については、本町の地域防災計画における取組とも連携・協働

しながら、災害に備えた取組を推進します。 

（２）感染症に対する備えの検討 

2020（令和２）年から流行した新型コロナウイルスの感染症により多くの感染者が発生

し、死亡者も出ています。また、新たな変異株の発生など、状況を変化させながら、流行を

繰り返しています。特に、高齢者及び基礎疾患を有する方は、感染した場合に重症化するリ

スクが高い一方で、自粛生活が続くことで、外出や運動、人との交流などの社会参加の減少

につながり、「閉じこもり」や「不活発」、「孤立化」を招く恐れがあり、その結果として、

身体機能や認知機能などが低下してしまうリスクも高まるなど、別の影響も懸念されます。 

なお、2023（令和５）年５月８日より新型コロナウイルス感染症は、感染症法上の位置

づけが２類相当から５類感染症に移行しましたが、感染症の流行拡大といった脅威は続いて

います。 

本計画では、「住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり」を基本理念として掲げ

ていることから、新型コロナウイルス感染症で培った経験や課題を教訓に、感染症に対する

更なる対応力を強化し、安心して地域で生活を送れるような施策を推進します。 

また、介護事業所等とは日頃から連携し、感染拡大防止策の周知啓発、感染症発生時に備

えた平時からの事前準備、感染症発生時の体制の構築等に努めます。さらに、感染症発生時

においても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築するとともに、都道府県

や保健所等と連携した支援体制を整備していきます。 
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７ 施策の展開（体系図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住
み
慣
れ
た
地
域
で
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

基本理念 基本目標 基本施策 

【基本目標１】 
高齢者がいつまでも元気で
暮らせるまち 

【基本目標３】 
地域のみんなで支え合うま
ち 

（４）高齢者虐待防止対策の推進 
 
（５）高齢者の権利擁護 
 
（１）認知症施策の推進 

（２）地域での見守り体制の充実 

（３）重層的支援体制整備に向けた連携促進  

（１）介護予防・重度化防止の推進 

（２）地域の通いの場の推進 ［新］ 

（３）介護予防の担い手の育成 

（４）生きがいづくりの促進 

（５）社会参加の支援 

（１）

（２）住まいや環境の整備 

（３）家族介護者の支援の取組 
 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

（５）地域包括支援センター機能の強化 

（１）介護保険サービス量の推移と見込み 

（２）介護保険サービスの基盤整備 

（３）介護給付適正化のための取組 

（４）

（５）介護保険制度の情報提供・相談体制の充実 

（６）経済的負担の軽減 

（７）介護保険サービス給付費の推計 

（８）介護保険料の算定 

【基本目標４】 
適切な介護保険運営とサー
ビスの質の向上 

【基本目標２】 
高齢者が安心して暮らせる
まち 



 

 

 

第４章 

 

基本目標と施策の展開 
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第４章 基本目標と施策の展開 

１ 高齢者がいつまでも元気で暮らせるまち 

住み慣れた自宅や地域で自立した日常生活を継続するためには、介護予防・健康づくりの

取組を関係機関が連携し、医療・介護・検診などのデータや通いの場などを活用して、健康

寿命の延伸に向けたフレイル予防を含む未病改善に取り組むことが重要です。 

一方、生きがいづくりや社会的参加による地域の場への参加や高齢者の豊かな経験や知識

を活かした役割の保持等も重要であり、介護予防・健康づくりとして有効です。 

また、地域の介護予防活動を継続して行うためには、担い手の養成が肝要となります。 

高齢者が元気で自立した生活を継続できるよう、基本施策の５つを一体的に推進し、「高

齢者がいつまでも元気で暮らせるまち」を目指します。 

 

【基本施策】 

（１）介護予防・重度化防止の推進 

（２）地域の通いの場の推進 

（３）介護予防の担い手の養成 

（４）生きがいづくりの促進 

（５）社会参加の支援 

 

（１）介護予防・重度化防止の推進 

現状と課題 
 

令和２年４月から高齢者保健事業を国民健康保険保健事業及び介護予防の取組と一体的

に実施する取組が開始され、保健事業における疾病予防・重症化予防と介護予防の事業等に

おける生活改善を地域の専門職が関わり、介護保険における通いの場等による一般介護予防

事業を進めているところです。 

75歳に到達すると後期高齢者医療制度の被保険者へ異動することになるため、それまで

の保健事業の適切な継続がなされていないこと、また健康診査等と介護予防の一体的な取組

が不十分であるという課題があります。 
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これまでの取組等 
 

№１ 事業名 生活支援コーディネーターの配置 福祉課 

事業 

内容 

高齢者のニーズと地域資源とのマッチングを行う生活支援コーディネーターを

設置します。 

現状と 

課題 

高齢者の生活支援には、介護保険サービス、地域のボランティア活動、民間のサ

ービスなども活用しながら、新たに必要な助け合いの仕組みづくりも検討してい

く必要があります。これらの必要なサービスや地域人材などについて、一元的な役

割を果たす機関などの整備が課題です。 

今後の 

取組 

今後も生活支援コーディネーターによる地域での課題や資源の整理と生活支援

体制の整備に取り組みます。 

03年度 

実績 
配置人数：１人 協議体開催：２回 

04年度 

実績 
配置人数：１人 協議体開催：４回 

 

№２ 事業名 介護予防講師派遣 
福祉課 

スポーツ健康課 

事業 

内容 

地域の高齢者グループ等が主催する通いの場等に講師（保健師、運動指導士等）

を派遣し、介護予防に関する知識や意識の普及、啓発のための講習会を実施する。 

現状と 

課題 

事業の周知、啓発を促進し、地域の方々とともに、連携を取りながら進めて行く

ことが必要です。 

今後の 

取組 

介護予防に関する知識や意識の普及、啓発のため地域の方々と話し合いを持ち

ながら講習を実施し、リハビリテーションの専門家等を活用した自立支援に関す

る講習の充実を図ります。 

03年度 

実績 
派遣回数：２回 対象：43 人 

04年度 

実績 

派遣回数：９回 対象：173 人 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため中止あり） 

 

№３ 事業名 特定健康診査事業 スポーツ健康課 

事業 

内容 

40 歳～74 歳の国民健康保険の加入者に対し、糖尿病等の生活習慣病の予防を

主眼に置いた健診です。検査項目は、身長、体重、腹囲、血圧、血液検査、尿検査

等の実施。健診の受診方法は、町内の医療機関による施設健診と公共施設を利用し

た集団健診の２種類です。 

現状と 

課題 

対象者には個別に案内通知し、年々受診率は向上していますが、全国的にみると

まだ低い状態のため、どのような方法で受診率アップにつなげるかが、課題です。

検査項目の充実や健診期間の長期化を図ります。 

今後の 

取組 

受診機会の確保、受診勧奨の充実、情報提供方法の工夫をして、特定健診の受診

率を高めるとともにフォロー事業の充実に努めます。 

03年度 

実績 
受診率：30.0％ 特定保健指導初回面接修了者：10.4％ 

04年度 

実績 
受診率：34.5％ 特定保健指導初回面接修了者：7.0％ 
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（その他の実施事業） 

・後期高齢者健康診査（町民課） 

・骨太体操講習会（スポーツ健康課） 

・大磯こゆるぎ体操研修会（スポーツ健康課） 

・かかりつけ医の必要性についての啓発事業（スポーツ健康課） 

 

第九期の展開 
 

地域の実情に応じた予防や重度化防止につながる様々な施策を多角的に行うことにより、

高齢者の要支援・要介護発生率が過去の実績に基づく推計値未満となることを目標に、高齢

者の健康寿命の延伸と、自立支援・重度化防止を推進していきます。 

九期においても引き続き介護の専門職の効果的関与を図り、地域の多様な主体と連携して

取組を推進し、本計画に目標値、期間（年度）を設定します。 

 

第九期の目標 
 

介護予防講師派遣数 

現状値（派遣回数） 

21 回 

 
目標値（派遣回数） 

36 回 

 

（２）地域の通いの場の推進 

現状と課題 
 

一般高齢者のアンケート（65歳以上で介護認定を受けていない高齢者）では、健康につ

いて80.1％の人が、「とてもよい」「まあよい」という回答がありましたが、健康づくり

や、フレイル予防のための教室などの団体等による開催状況について、町民に行き渡ってい

ない状況があります。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 ポール・ウォーキング教室 福祉課 

事業 

内容 

具体的にはストックを使って町内をウォーキングすることで筋力を維持し、転倒

予防と有酸素運動による認知症の予防を目的に実施しています。 

現状と 

課題 

2020（令和 2）年度からコースを増やし、より多くの人が参加できるように見直

しました。今後、地域の自主活動への展開が課題です。 

今後の 

取組 
町委託事業から地域の自主活動事業に展開していきます。 

03 年度 

実績 

ゆっくりコース 各 25 回  延べ人数：184 人 

しっかりコース 各 25 回  延べ人数：158 人 

04 年度 

実績 

ゆっくりコース 各 21 回  延べ人数：150 人 

しっかりコース 各 14 回  延べ人数： 90 人 

のんびりコース 各 14 回  延べ人数： 71 人   
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№２ 事業名 
高齢者通いの場支援ちいきの集い 

（地域介護予防活動事業補助金） 
福祉課 

事業 

内容 

身近な地域ごとの活動や近所同士での茶話会などを行うことで、閉じこもりを予

防する活動や地域活動に対して、必要な事業等を円滑に運営できるように補助金を

交付しています。 

現状と 

課題 

地域での活動支援に向けて、活動の中心となるリーダーの養成や地域で気軽に集

えるような活動場所の支援などの取組も必要です。 

今後の 

取組 
町内全域に活動グループができるよう継続して支援します。 

03 年度 

実績 

支援団体数：３団体 

支援総額：203,753 円 

04 年度 

実績 

支援団体数：１団体 

支援総額：44,341 円 

 

№３ 事業名 ますます元気いっぱい教室 福祉課 

事業 

内容 

65 歳以上で運動機能の向上や認知症予防のための教室を開催します。プログラム

内容は、自宅でできる運動、脳トレ体操などを実施。 

現状と 

課題 
リピーターにより、参加者が多く、費用対効果が高い教室です。 

今後の 

取組 

事業の検証により、多くの人が参加できるように見直し、継続して実施するととも

に、修了者の継続した取組に対するフォロー事業も継続します。 

03 年度 

実績 

ますます元気いっぱい教室① 全４回：30 人参加 

→ フォローアップ教室① 全２回：11 人参加 

ますます元気いっぱい教室② 全４回：41 人参加 

→ フォローアップ教室② 全２回：９人参加 

ますます元気いっぱい教室③ 全４回：19 人参加 

→ フォローアップ教室③ 全２回：９人参加 

ますます元気いっぱい教室④ 全４回：中止 

→ フォローアップ教室④ 全２回：中止 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため中止あり） 

04 年度 

実績 

ますます元気いっぱい教室① 全４回：35 人参加 

→ フォローアップ教室① 全２回：13 人参加 

ますます元気いっぱい教室② 全４回：43 人参加 

→ フォローアップ教室② 全２回：22 人参加 

ますます元気いっぱい教室③ 全４回：26 人参加 

→ フォローアップ教室③ 全２回：12 人参加 

ますます元気いっぱい教室④ 全４回：44 人参加 

→ フォローアップ教室④ 全２回：16 人参加 

ますます元気いっぱい教室⑤ 全４回：38 人参加 

→ フォローアップ教室⑤ 全２回：11 人参加 

ますます元気いっぱい教室⑥ 全４回：32 人参加 

→ フォローアップ教室⑥ 全２回：16 人参加 

（その他の実施事業） 

・健康づくり・介護予防教室（大磯町老人クラブ連合会） 

・大磯 EN ばんく事業（大磯町社会福祉協議会） 
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第九期の展開 
 

介護予防とは、早い段階で老化のサインをとらえ、介護が必要な状態になる前に予防策に

取り組み、健康や身体機能を維持するというものです。介護予防の推進により、要支援、要

介護認定率の上昇を抑制するためにも、自主的な健康づくり活動「通いの場」を高齢者が継

続して行うことができる「地域の通いの場」への支援が必要です。 

今後、冊子の「おおいそ生きがいマップ」とWeb（インターネット上の情報）の「大磯EN

ばんく」の内容を拡充し、普及啓発を行うことで地域の通いの場を推進します。 

また、様々な学習機会を提供し、住民が自ら地域の身近な場所「通いの場」で自発的な活

動を広く実施できるよう、通いの場の支援や運営支援を行うとともに、専門職の関与による

効果的な取組を検討します。 

 

第九期の目標 
 

65歳以上の要支援、要介護認定者の割合 

現状値 

17.5％ 

 
基準値 

18.4％以下 

 

（３）介護予防の担い手の育成 

現状と課題 
 

地域の介護予防活動を継続して行うには、活動の中心となり、企画、運営、サポートなど

を行う担い手の養成が重要です。参加意欲のある高齢者を活動の参加につなげられるよう、

情報提供が課題となっています。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 大磯はつらつサポーター事業 福祉課 

事業 

内容 

元気な高齢者が特別養護老人ホーム等でボランティア活動を行うことにより、

本人の健康増進や介護予防、社会参加や地域貢献を通じた生きがいづくりを促進

し、活動の実績に応じてポイントを付与します。ポイントは契約する店で使用でき

るお買い物チケットを交付するものです。最大年間 5,000 円。 

現状と 

課題 

平成 26 年度から運用を開始しましたが、活動者数が減少傾向にあり、引き続

き周知活動を行い、活動者向け研修会を定期的に開催していきます。また、活動受

け入れ施設の拡充が課題です。 

今後の 

取組 

登録者 60 人を目指し、積極的に周知活動を行い、新たな登録者が増えるよう

定期的な制度の周知と講習会を開催します。また、活動受入施設の拡充も図りま

す。 

03 年度 

実績 

説明会：０回 登録者数：23 人 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため説明会中止） 

04 年度 

実績 

説明会：0 回 登録者数：７人 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため説明会中止） 
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（その他の実施事業） 

・介護体験授業の開催 

・おおいそ骨太体操ボランティアの会（スポーツ健康課） 

・福祉体験授業（学校教育課） 

 

第九期の展開 
 

今後介護予防の担い手の育成のため既存の活動を通して、発掘・養成していくとともに、

若い世代が「高齢者への理解」を深め、「介護の必要性」を実感できる機会が少なくなって

いる中、介護職の魅力紹介や実演など、介護体験授業の開催を検討します。 

また、第８期計画における取組の成果を分析・検証しながら、本町にあったポイントの活

用方法についても検討します。 

 

第九期の目標 
 

介護体験授業の開催 

現状値 

０回（年） 

 
目標値 

１回（年） 

 

（４）生きがいづくりの促進 

現状と課題 
 

「人生100年時代」の到来など社会状況が大きく変化し、人口減少、少子高齢化、地域の

つながりが薄れつつある中、学びを通じて仲間づくりを広げていくことが大切です。 

高齢者が地域社会から孤立しないよう、住み慣れた地域の中で生きがいをもって生活して

いくことができるよう、「場」を創出する必要があります。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 老人クラブ活動支援 福祉課 

事業 

内容 

老人クラブは、おおむね 60 歳以上の高齢者が地域ごとに自主的に集まり、仲

間づくりを通して、健康活動、友愛活動、奉仕活動に取り組んでいる組織です。

「大磯町老人クラブ連合会」や「単位老人クラブ」に対して、地域に根ざした活

動や運営ができるよう助言・支援を行っています。 

現状と 

課題 

新規会員（前期高齢者）の加入が少なく、老人クラブ会員の高齢化が進み、ク

ラブ数も減少傾向です。会員の増強と地域の担い手としての新たな活動を進めて

いくことが期待されます。 

今後の 

取組 

会員数の増を目指すとともに、地域の担い手としての取組（総合事業）を支援

します。 

03 年度 

実績 
単位クラブ：12 クラブ  会員数：657 人 

04 年度 

実績 
単位クラブ：11 クラブ  会員数：586 人 
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№２ 事業名 世代交流センターさざんか荘 福祉課 

事業 

内容 

老人福祉センター及び室内競技場の複合施設として、高齢者のレクリエーショ

ンや健康づくりの場として、また世代間交流の場として提供しています。 

現状と 

課題 

室内競技場は、年間を通して利用が多い状況ですが、大集会室は、土日祝日の

利用が少なく、娯楽室、会議室の利用は、年間を通して少ない状況です。 

高齢者だけでなく、様々な世代が活動できる場としての情報提供が必要です。

また、施設の利用がレクリエーションだけでなく、介護予防事業や健康づくり事

業の場として利用も必要です。施設へのアクセスについては、公共交通機関の利

用が不便であり、バスでの送迎による負担が課題となっています。 

今後の 

取組 
施設の周知を積極的に行い、利用率、利用者数の増加を図ります。 

03 年度 

実績 
年間延べ利用者：4,925 人 

04 年度 

実績 
年間延べ利用者：6,571 人 

（その他の実施事業） 

・生きがいマップ 

・大磯はつらつサポーター事業（詳細はｐ65） 

・おおいそシニア講座（生涯学習課） 

・放課後子ども教室（子育て支援課） 

・幼稚園・保育園でのふれあい交流（子育て支援課） 

・中学校聴講生（学校教育課） 

・おおいそ EN ばんく（大磯町社会福祉協議会） 

 

第九期の展開 
 

高齢者が生きがいづくりに取り組むことができるよう、スポーツ、趣味活動、生涯学習など、

様々な学習機会の情報提供や活動の場の支援を行います。 

 

第九期の目標 
 

老人クラブ単位数 

現状値 

11 単位 
 

目標値 

15 単位 
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（５）社会参加の支援 

現状と課題 
 

シルバー人材センターはおおむね60歳以上の高齢者の会員からなる一般社団法人です。

高齢者の豊かな経験と知識を役立てるとともに、仕事をすることにより高齢者自身の生きが

いや地域社会の活性化を目的とした組織です。本組織も高齢化による会員数の停滞が課題で

す。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 シルバー人材センター支援 福祉課 

事業 

内容 

大磯町シルバー人材センターは、高齢者の豊かな経験と知識を社会に役立て、

自身の生きがいを得るとともに、地域社会の活性化に貢献する組織です。センタ

ー運営の安定や高齢者の就労、生きがいを促進するための支援を行っています。 

現状と 

課題 

定年退職の延長等、雇用制度の改正等により、新規加入者が少なくなっており、

会員の高齢化が進んでいます。今後、地域の生活支援事業など新たな事業に参入

できるよう環境整備を支援していきます。 

今後の 

取組 
新たな事業への参入について、シルバー人材センターへの支援をします。 

03 年度 

実績 
会員数：131 人 

04 年度 

実績 
会員数：138 人 

 

（その他の実施事業） 

・シニア・ジョブスタイル・かながわ（神奈川県雇用労政課） 

・高齢者無料紹介事業（一般社団法人神奈川県福祉協議会） 

・高齢者の方のためのサイト情報（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）） 

 

第九期の展開 
 

シルバー人材センターの高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりの活動が円滑

に行われるよう支援を行い、現状の単位クラブ数の維持のため広報等による活動の周知を図

ります。また、シルバー人材センターへの業務委託等の支援を行うことで、働く意欲のある

高齢者の就業機会を拡大し、就労支援を促進します。 

 

第九期の目標 
 

シルバー人材センター会員登録者数 

現状値 

112 人 

 目標値 

150 人以上 
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２ 高齢者が安心して暮らせるまち 

住み慣れた地域で、高齢者が安全で安心して生活ができるよう、災害、防犯、交通安全、

救急等の体制整備を推進するとともに、道路や公共施設等のバリアフリー化を推進します。 

また、高齢者一人ひとりを尊重し、高齢者の尊厳を保ち、安定して生活していくため、権

利や財産を守る仕組みづくりを推進し、「高齢者が安心して暮らせるまち」を目指します。 

 

【基本施策】 

（１）防災・防犯体制等の充実及び感染症に対する備え 

（２）住まいや環境の整備 

（３）家族介護の支援の取組 

（４）高齢者虐待防止対策の推進 

（５）高齢者の権利擁護 

 

（１）防災・防犯体制等の充実及び感染症に対する備え 

現状と課題 
 

地震、津波、土砂、洪水などの災害の緊急時については、1人で避難することが難しい高

齢者が多くなっており、町では災害対策基本法に基づく避難行動要支援者名簿を作成してい

ます。今後も関係機関などとの連携の継続が必要です。 

特殊詐欺や消費者被害の広がりとともに、高齢運転者による事故が社会問題となっている

ことから、同様に関係機関との連携を密にすることが大切です。 

新型コロナウイルス感染症をはじめとした各種の感染症については、日頃から介護事業所

等と連携が肝要であり、また、インフルエンザ、肺炎球菌感染症など、その他の感染症につ

いても、同様の対応が重要です。 

 

（実施事業） 

・要配慮者利用施設との避難確保等連携強化 

・救急あんしんカードの配布 

・救急医療キットの配布 

・庁舎感染症対策物資の備蓄・調達（スポーツ健康課・福祉課） 

・インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種（スポーツ健康課） 

・避難行動要支援者名簿（危機管理課） 

・避難所感染症対策物資の備蓄・調達（危機管理課） 

・新型コロナウイルス感染症についてホームページ掲載による周知（スポーツ健康課） 

・犯罪被害の未然防止のための啓発活動の実施（町民課・大磯町防犯協会） 

・交通安全に関する啓発活動（町民課・大磯町交通安全対策協議会） 

・火災報知機の点検（消防署） 

・運転免許自主返納制度の周知（警察署） 

・交通安全・生活安全研修（大磯町老人クラブ連合会） 

・介護保険関連施設の感染予防対策に係る支援（平塚保健福祉事務所）  
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第九期の展開 
 

災害などの緊急時における避難等の対応において、関係機関などとの連携の継続・強化に

努めます。 

高齢者の消費者被害の防止に向けて周知・啓発を図るとともに、交通事故防止のため、地

域の中で交通安全意識の普及啓発、運転免許証自主返納制度の周知に努めます。 

新型コロナウイルス感染症、その他感染症対応については、介護事業者との連携を強化す

る中、感染拡大防止策の周知・啓発ほか、必要な物資の備蓄等について国・県・町からの情

報提供を進めます。 

なお、令和６年度からすべての介護サービス事業者に義務づけられる「業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）」の策定周知を行います。 

 

（２）住まいや環境の整備 

現状と課題 
 

一般高齢者アンケートにおいて、介護が必要になったときどのような介護を必要とするか

について、「自宅で」という回答が前回の47.0％から53.9％と増加しています。 

今後、要介護者の増加や一人暮らしの世帯の増加を踏まえて、高齢者にとって安心して生

活できる環境を整備することが必要です。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 緊急通報サービス 福祉課 

事業 

内容 

一人暮らしや日中独居になる等、緊急事態発生に不安を抱えている高齢者に対

し、緊急通報装置を貸し出し、緊急事態の対応や定期的な状態確認、相談などを

行います。 

現状と 

課題 

利用者数は、横ばい状況ですが、今後一人暮らし、高齢者のみ世帯の増加に伴

い、利用者数の伸びが見込まれます。受益者負担について再検証する必要があり

ます。 

1 台あたりの経費 月額 2,613 円／台  自己負担 800 円（400 円） 

今後の 

取組 
引き続き、事業を実施します。 

03 年度 

実績 
新規設置者：13 人  撤去者：10 人  月平均 64 人が利用継続 

04 年度 

実績 
新規設置者：21 人  撤去者：15 人  月平均 66 人が利用継続 
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№２ 事業名 養護老人ホーム措置事業 福祉課 

事業 

内容 

生活環境上、経済的、虐待等の理由により居宅での生活が極めて困難な高齢者

に対し、養護老人ホームの施設入所措置を実施し、安定した生活を確保します。 

現状と 

課題 
老人福祉法に則り、措置を決定します（所得により月額費用負担あり）。 

今後の 

取組 
引き続き、事業を実施します。 

03 年度 

実績 
措置数：１人（令和３年３月末現在） 

04 年度 

実績 
措置数：１人（令和４年３月末現在） 

（その他の実施事業） 

・有料老人ホーム等高齢者住宅情報の提供 

・公共施設、道路等のバリアフリー化（各施設所管課・建設課） 

 

第九期の展開 
 

住み慣れた地域の中で自立して安全かつ快適な生活を続けることができるよう、また、一

人暮らし等で不安な高齢者に対し安心して暮らせるよう、緊急通報システム利用の周知や多

様な相談に対応できる体制の支援を進めます。 

また、高齢者が安全に外出できるよう道路整備や公共施設のバリアフリー化などの環境づ

くりに努めます。 

 

第九期の目標 
 

緊急通報サービス利用者数 

現状値（月平均） 

21 人 

 目標値 

35 人以上 

 

（３）家族介護者の支援の取組 

現状と課題 
 

在宅要介護認定者アンケートでは、主な介護者の年齢は、70歳以上が42.6％、60歳以

上になると73.3％であり、介護者の高齢化が進んでいます。また、家族・親族の介護に要

する日数が週にどのくらいあるかについては、「ほぼ毎日ある」が48.1％と高く、介護に

あたっての不安については、「外出の付き添い、送迎等」が24.8％、「夜間の排泄」が21.8％、

「認知症状への対応」が続き19.8％となっています。 

一般高齢者アンケートに見られるように「自宅で」介護を望む高齢者が多い現状の中、家

族構成の変化などにより過度のケア負担を引き受けざるを得ない人もおり、大人の介護者

（ケアラー）のみならず、ヤングケアラーなど家族介護者に対する社会的支援が一層必要に

なっています。  
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これまでの取組等 
 

№１ 事業名 訪問理美容出張費助成 福祉課 

事業 

内容 

在宅で生活している寝たきり等により理美容院へ行くことができない高齢者

に対し、自宅で理美容サービスを利用する際の理美容師の出張費を助成します。 

現状と 

課題 

利用者数が少なく、事業の周知を図るとともに事業の実施方法等について検証

します。 

今後の 

取組 

事業を検証するとともに利用者の動向を見ながら、継続して事業を実施しま

す。 

03 年度 

実績 
申請者：８人 助成券交付：12 枚 

04 年度 

実績 
申請者：７人 助成券交付：38 枚 

 

№２ 事業名 介護タクシー等利用助成事業 福祉課 

事業 

内容 

在宅で生活している要介護者の方で通院等に介護タクシーが必要な方にタク

シー代の助成をします。 

年額 36,000 円/人 

現状と 

課題 

一人暮らしや高齢者世帯の増加とともに利用者が増加しています。今後も対象

者の増加が見込まれますが、様々な観点から事業を検証していく必要がありま

す。 

今後の 

取組 
実施方法や内容等について検証しつつ、事業を実施します。 

03年度 

実績 
申請者：115 人 助成券交付：7,188 枚 

04年度 

実績 
申請者：131 人 助成券交付：7,980 枚 

 

№３ 事業名 紙おむつ購入費助成事業 福祉課 

事業 

内容 

在宅で生活している重度要介護者で常時紙おむつが必要な方に対し、紙おむつ

の購入費の一部を助成し、本人及びその家族の経済的負担を軽減します。 

年額 40,000 円まで （課税世帯は 20,000 円） 

現状と 

課題 

事業の充実を望む声が多く、受益者負担等様々な観点から事業を検証していく

必要があります。 

今後の 

取組 

実施方法や内容等について検証し、重度要介護者の自立支援につながるよう事

業を実施します。 

03 年度 

実績 
申請者：89 人 助成券交付：2,322 枚 

04 年度 

実績 
申請者：81 人 助成券交付：2,106 枚 
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№４ 事業名 家族介護者支援事業 福祉課 

事業 

内容 

在宅で介護をされている方々が、リフレッシュできるような時間の提供や、講

習等を開催します。 

現状と 

課題 

以前はバス旅行や介護者支援はりきゅうマッサージ助成も実施していました

が、参加者・利用者数が少ない状況でしたので、より多くの介護者が気軽に参加

できるよう、事業内容を変更しました。 

今後の 

取組 

引き続き介護者の心身の負担軽減につながる事業内容に見直しを行い、参加人

数の増加を目指します。 

03 年度 

実績 
全７日 参加者数：21 人 

04 年度 

実績 
全７日 参加者数：30 人 

（その他の実施事業） 

・利用者負担軽減措置 

・要介護高齢者の家族会の育成（大磯町社会福祉協議会） 

・在宅介護者リフレッシュ事業（大磯町社会福祉協議会） 

 

第九期の展開 
 

引き続き、介護者同士の交流機会を提供し、情報交換や相談がされることにより、介護す

る家族の精神的、身体的負担の軽減を図るとともに、要望が多い物品の支給による、要介護

高齢者の自立支援と介護者に対する経済的支援の充実を図ります。 

また、社会問題であるヤングケアラーへの支援には地域、福祉、医療、教育・保育という

アウトリーチによる発見・把握が重要なことから、支援に必要な視点や考え方を整理し、体

制づくりを検討します。 

 

第九期の目標 
 

家族介護者支援事業参加者 

現状値（参加者数） 

35 人 

 目標値（参加者数） 

70 人 

 

（４）高齢者虐待防止対策の推進 

現状と課題 
 

平成18年4月「高齢者虐待防止法」が施行され、虐待を受けている高齢者を発見した者は、

町への通報が義務づけられました。虐待を受けている高齢者本人も相談（届出）ができます。 

高齢者の虐待は、様々な要因が複雑に絡み合って発生することや高齢者本人の生命や身体

に危険が及ぶことがあることから、早い時期に第三者が介入するなどして、虐待の悪循環を

止めることが大切です。 
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（実施事業） 

・地域包括支援センターにおける相談（東部・西部地域包括支援センター）（詳細はｐ85） 

・高齢者虐待防止対応マニュアル（県高齢福祉課） 

 

第九期の展開 
 

地域包括支援センターで虐待に関する相談情報、関係機関からの通報情報により、高齢者

虐待の防止と早期発見・早期対応への取組を推進します。 

また、神奈川県で作成した「高齢者虐待防止対応マニュアル」基本マニュアル（養護者・

施設従事者）（養護者による虐待対応マニュアル）をもとにした施設への支援と高齢者虐待

防止啓発リーフレットを活用した、人権意識の啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県の高齢者虐待防止啓発リーフレットより 

 

  



第４章 基本目標と施策の展開 

75 

（５）高齢者の権利擁護 

現状と課題 
 

高齢者の人権や財産を守るための施策として成年後見制度があります。町では、親族等に

よる申し立てができない場合には、町長による申立てとともに、経費や成年後見人等の報酬

助成を行っていますが、成年後見制度の利用件数が少ない状況です。 

課題としては、社会生活上の大きな支障がない限り、制度利用を検討しない、利用者が制

度を利用するメリットを実感できないという点があります。 

また、人生の終わりに向き合い、よりよい人生を過ごすための「終活」を自分が人生を終

えた後に、周りの人（家族等）に迷惑をかけないようにという気持ちで取り組まれる方が多

くなっています。しかし、「終活」が自分の選択肢を狭める行為になってしまっては意味が

ありません。「終点」エンディングを意識することで、色々なことに思い巡らせる「起点」

スターティングになるようなサポートに取り組んでいく必要があります。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 成年後見市町村長申立て 福祉課 

事業 

内容 

認知症などにより適切な判断が難しく、財産管理、日常生活での契約に関する

ことなどに不安があり、頼れる家族がいない場合などに成年後見人制度を利用で

きその支援をします。身寄りのない場合等でやむを得ない場合は、町が本人に代

わって成年後見人等の申し立てを行います。 

現状と 

課題 

一人暮らしや高齢者世帯の増加、認知症の増加等により、制度の活用が必要と

思われる高齢者が多くなると見込まれ、制度の周知が必要です。 

今後の 

取組 
引き続き実施するとともに制度案内に努めます。 

03 年度 

実績 
申立件数：３件 

04 年度 

実績 
申立件数：０件 

（その他の実施事業） 

・高齢者虐待防止ネットワーク 

・終活【始活（しかつ）】に関する取組の展開 

・エンディング【スターティング】ノート作成の検討 

・地域包括支援センターにおける相談（東部・西部地域包括支援センター）（詳細はｐ85） 

・法人後見事業（大磯町社会福祉協議会） 

・日常生活自立支援事業（大磯町社会福祉協議会） 

 

  



第４章 基本目標と施策の展開 

76 

第九期の展開 
 

成年後見制度利用促進機能の強化に向けて、成年後見制度に関して、権利擁護支援の地域

連携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関の設置や体制づくりを進める協議

体の設置について、他自治体との共同をも含めて検討していきます。 

また、終活の理解を深めるための周知と講演会の開催、エンディングノートの作成につい

て検討します。 

 

第九期の目標 
 

権利擁護支援の中核機関の設置数 

現状値 

０か所 

（未設置） 

 目標値 

１か所 

 

 

■権利擁護支援の地域連携ネットワークのイメージ 

 

 
出典：大磯町地域福祉計画より 
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３ 地域のみんなで支え合うまち 

「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が令和５年６月に公布され、施行後５

年を目途とした施行期日等の検討がなされています。認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を

もって暮らすことができ、家族が安心して暮らせる総合的な認知症施策を推進する必要があ

ります。認知症に対する正しい知識や理解の普及啓発などの認知症施策を進め、「地域のみ

んなで支え合うまち」を目指します。 

また、多くの高齢者が住み慣れた地域での暮らしを望んでいることから、高齢者福祉サー

ビスや介護サービスなどの公的サービス（公助）と合わせ、地域での支え合い（共助・互助）

が大切です。支援の必要な人に介護保険等の様々なサービスを提供するとともに、地域福祉

活動を推進し、お互いに助け合う体制づくりを進めていきます。 

 

【基本施策】 

（１）認知症施策の推進 

（２）地域での見守り体制の充実  

（３）重層的支援体制整備に向けた連携促進 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

（５）地域包括支援センター機能の強化 

 

（１）認知症施策の推進 

現状と課題 
 

町では認知症初期集中支援チームの設置、認知症サポーター養成講座の開催、認知症カフ

ェの開催をしているほか、委託する地域包括支援センターで総合相談を実施しています。 

認知症は、高齢になれば発症率も高くなる脳の病気であり、身近な問題であるにも関わら

ず、正しい知識と周囲の理解が不十分のため、早期発見・早期対応につながらないという課

題があります。 
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これまでの取組等 
 

№１ 事業名 認知症サポーター養成講座 
福祉課 

スポーツ健康課 

事業 

内容 

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を暖かく見守る応援者

（認知症サポーター）を養成し認知症理解の普及を図るとともに、地域住民が協

力しあう支援の輪を広めるため、本町が開催する養成講座のほか、講座開催を希

望するグループに、キャラバンメイト（認知症サポーター養成講座の講師）を派

遣します。 

現状と 

課題 

一般団体、生徒、福祉関係団体等の養成をしてきたが、地域の方の受講が少な

いため、認知症に関する正しい知識、地域での取組などのより一層の普及啓発に

取り組む必要があります。 

今後の 

取組 

認知症理解の普及を図るとともに、地域住民が協力しあう支援の輪を広めるた

め、講座をはじめ、普及・啓発活動に努めます。 

03年度 

実績 
サポーター養成数：253 人 

04年度 

実績 

サポーター養成数：10 人 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため学校での開催なし） 

 

№２ 事業名 認知症初期集中支援チーム 福祉課 

事業 

内容 

認知症が疑われる人、認知症の人とその家族を複数の専門職（保健師、社会福

祉士等）が訪問し、認知症の専門医による診断を踏まえ、初期の支援を包括的、

集中的に行います。 

現状と 

課題 
相談件数が少ないことから、事業の周知を図る必要があります。 

今後の 

取組 

平成 30 年度から設置し、認知症が疑われる人、認知症の人が住み慣れた環境

で暮らし続けることができるように、継続して支援をします。 

03年度 

実績 

対象者：０人 

（包括支援センターの通常の支援の中から対象者を選定） 

04年度 

実績 

対象者：０人 

（包括支援センターの通常の支援の中から対象者を選定） 

 

№３ 事業名 認知症地域支援推進員 福祉課 

事業 

内容 

認知症が疑われる人、認知症の人が住み慣れた環境で暮らし続けられるよう

に、医療機関、介護事業所、地域包括支援センター等とつなぐ連携支援や相談支

援を行います。 

現状と 

課題 
地域への働きかけに関係機関との連携、取組への協力を得る必要があります。 

今後の 

取組 

認知症が疑われる人、認知症の人が住み慣れた環境で暮らし続けることができ

るように支援します。 

03年度 

実績 
配置人数：１人 

04年度 

実績 
配置人数：１人 
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№４ 事業名 認知症ケアパスの普及 福祉課 

事業 

内容 

認知症について正しく理解し、認知症に対する不安を軽減できるように、認知

症を知ってもらうガイドブックである「ケアパス」の普及を行います。 

現状と 

課題 

窓口配布のほか、ホームページの認知症簡易チェックサイトにガイドブック

「認知症ケアパス」を公開していますが、地域の理解を一層得られるよう普及・

啓発が必要です。 

今後の 

取組 
適宜見直し、配布し、普及・啓発を行います。 

03 年度 

実績 
増刷及び窓口配布 

04 年度 

実績 
窓口配布 

 

№５ 事業名 認知症カフェの確保 福祉課 

事業 

内容 

認知症が疑われる人、認知症の人やその家族が地域の人や介護の専門職と交流

し、気軽に相談等を行える場（認知症カフェ）の確保を図ります。 

現状と 

課題 
事業所等への参加協力と連携が必要です。 

今後の 

取組 

地域の人々が気軽に利用できる店舗などを活用して、認知症に関する普及・啓

発や相談の場として定期的に開催します。 

03 年度 

実績 

開催回数：０回 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため開催なし） 

04 年度 

実績 

開催回数：０回 

（新型コロナウイルス感染防止対策のため開催なし） 

 

№６ 事業名 認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク 福祉課 

事業 

内容 

認知症の高齢者等が徘徊した場合に備えて、事前に高齢者等の情報を登録して

おくことで、行方がわからなくなったときに、警察や介護保険事業者等と連携し

た早期発見に役立てます。 

現状と 

課題 

登録番号の記載されたキーホルダーを配布しています。広域連携については、

現在のところ調整中となっています。 

今後の 

取組 
広域的な連携・協力体制ができる仕組みづくりを進めます。 

03 年度 

実績 
登録者数：25 人 

04 年度 

実績 
登録者数：28 人 

 

第九期の展開 
 

認知症の人や家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症の

人の視点に立った認知症施策を推進し、認知症に対する正しい知識や理解の普及啓発などの

取組を行い、体制の充実と支援を図ります。 

また、民間事業者と連携して認知症カフェの周知を行い、開催回数の増を目指します。 
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第九期の目標 
 

認知症カフェの確保 

現状値（拠点数） 

１か所 

 目標値（拠点数） 

３か所 

 

（２）地域での見守り体制の充実 

現状と課題 
 

一人暮らしの高齢者や高齢者世帯の増加により、孤立化を防ぎ、生活支援を必要とする高

齢者が、住み慣れた地域で安心した生活を継続していくためには、地域における見守りなど、

地域での支え合いが大切です。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 高齢者のごみ出し支援事業 福祉課 

事業 

内容 

支援を必要とする一人暮らしの高齢者等のごみ出しを支援するとともに、安否

確認をします。 1 回 600 円（利用者 100 円） 

現状と 

課題 

平成 28 年度からシルバー人材センターに委託し実施しています。対象者宅の

場所によっては支援者の確保が困難なケースがあり、町内全域での支援者の確保

が必要です。  

今後の 

取組 
事業を安定的に実施するため、支援者の確保を図ります。 

03 年度 

実績 
利用者数：43 人 

04 年度 

実績 
利用者数：45 人 

 

№２ 事業名 配食見守りサービス 福祉課 

事業 

内容 

一人暮らしや高齢者世帯で、見守りが必要な方が、何らかの理由により食事の

確保が困難になった場合に、お弁当を配達することで、安否確認と健康で自立し

た生活を支援しています。１食 500 円（市町村民税非課税世帯 450 円） 

現状と 

課題 

契約する事業者から昼食又は夕食のお弁当を高齢者本人に直接手渡しするこ

とで安否確認をしています。一人暮らし世帯や高齢者のみ世帯の増加に伴い、今

後も利用者数の増加が見込まれる中、大磯町社会福祉協議会における事業が廃止

されました。 

今後の 

取組 

引き続き、町事業を実施するとともに、今後、総合事業として地域等多様な提

供主体での実施を検討します。 

03 年度 

実績 

利用者：９人 

延べ配食数：1,468 食 

04 年度 

実績 

利用者：16 人 

延べ配食数：2,458 食 

  

増 加 
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（その他の実施事業） 

・避難行動要支援者名簿（危機管理課） 

・民生委員・児童委員による見守り活動（大磯町民生委員児童委員協議会） 

・友愛活動（大磯町老人クラブ連合会） 

 

第九期の展開 
 

地域の住民や民生委員・児童委員、警察、近隣市町、自治会、社会福祉協議会、地域ボラ

ンティア、企業、関係機関などと協働して、見守り体制の充実を図ります。 

また、配食見守りサービスについては大磯町社会福祉協議会での事業廃止に伴い、町への

希望者が増加していることから、多様な提供主体を検討します。 

 

第九期の目標 
 

配食見守りサービス提供主体 

現状値（事業者数） 

１か所 

 目標値（事業者数） 

２か所 

 

（３）重層的支援体制整備に向けた連携促進 

現状と課題 
 

様々な課題を抱える地域住民等に対して適切な支援ができるよう、専門職の充実と、関係

機関等と連携した総合的な支援が必要です。また、地域包括支援センターを中心にした相談

支援事業、地域づくり事業等を一体的に実施することが重要です。 

高齢者の生活支援サービスや介護サービスなどを提供するにあたっては、単に既存サービ

スを提供するだけではなく、個々の生活課題の背景にある要因の分析や支援をしながら有効

な支援策等を明らかにする必要があります。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 軽度生活支援サービス 福祉課 

事業 

内容 

一時的な体調不良や退院直後などの理由により、日常生活動作を行うことが困

難な方に回復までの短期間、日常生活の援助を行います。 1,800 円/時 

現状と 

課題 

一人暮らし、高齢者世帯の増加に伴い、利用者数の伸びが見込まれ、また、サ

ービス提供の多様化に対応するため、供給体制の拡充が必要となります。 

今後の 

取組 
引き続き、事業を実施します。新たなサービス提供主体での実施を検討します。 

03 年度 

実績 
利用者数：０人 

04 年度 

実績 
利用者数：１人 

  

増 加 
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№２ 事業名 生活支援コーディネーターの配置 福祉課 

事業 

内容 

高齢者のニーズと地域資源とのマッチングを行う生活支援コーディネーター

を設置します。 

現状と 

課題 

高齢者の生活支援には、介護保険サービスのみならず、地域のボランティア活

動や、民間のサービスなども活用しながら、新たに必要な助け合いの仕組みづく

りも検討していく必要があります。現状では、これら必要なサービスや地域人材

などについて、一元的な役割を果たす機関などの整備が必要です。 

今後の 

取組 

今後も生活支援コーディネーターによる地域での課題や資源の整理と生活支

援体制の整備に取り組みます。 

03 年度 

実績 
配置人数：１人 協議体開催：２回 

04 年度 

実績 
配置人数：１人 協議体開催：４回 

 

№３ 事業名 
地域ケア会議 

（包括的継続的ケアマネジメント事業） 
福祉課 

事業 

内容 

多職種による個別の事例を検討し、出てきた課題から地域生活課題を探り、課

題解決から地域包括ケアシステムの構築につなげる手段としての会議を開催し

ます。 

現状と 

課題 

町との連携を密にし、広域的な連携・協力体制ができる地域包括ケアシステム

の構築を進めます。 

今後の 

取組 
会議を継続的に実施し、地域ケア推進会議との連携を進めます。 

03 年度 

実績 

地域ケア会議開催数：12 回 

地域ケア推進会議開催数：０回 

（地域ケア推進会議は新型コロナウイルス感染症対策のため中止あり） 

04 年度 

実績 

地域ケア会議開催数：11 回 

地域ケア推進会議開催数：１回 

（その他の実施事業） 

・在宅傾聴ボランティア派遣事業（大磯町社会福祉協議会） 

 

第九期の展開 
 

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」に基づき、分野を超

えた連携体制を強化するため、生活コーディネーターを中心に既存の介護サービスに加えて、

老人クラブ、NPO法人、地域団体、ボランティアなどが主体となって提供できるよう包括的

なサービス提供体制の構築に取り組みます。 

また、令和５年度から開始した２か所の地域包括支援センターとの毎月の会議を継続し、

地域ケア会議に出された課題の解決に向けた検討を行います。 
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（４）在宅医療・介護連携の推進 

現状と課題 
 

「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正

する法律」（令和6年4月施行）において、医療・介護サービスの質の向上を図るために、

医療計画との整合性を確保することが示されています。具体的には、かかりつけ医機能につ

いて地域住民への情報提供の強化、かかりつけ医等機能に基づく地域での協議の場づくり、

協議を踏まえた医療・介護の各種計画へ反映が求められています。 

町では、在宅医療・介護連携推進事業として、平成30年度から中郡医師会に事業を委託

しています。委託内容は多岐に渡り、切れ目のない在宅医療及び在宅介護の提供体制の構築

推進、地域住民への普及啓発により、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み

慣れた地域で安心して生活するために、医療と介護が一体的に提供されることが重要です。 

 

これまでの取組等 
 

№１ 事業名 在宅医療・介護連携事業 福祉課 

事業 

内容 

療養が必要になったときに入院や通院以外にも、自宅で医療を受けられるよ

う、在宅医療や介護に関わる専門職の連携を深め、在宅医療・介護連携の仕組み

づくりを進めます。 

現状と 

課題 

講演会の開催により地域住民へ普及啓発、また、在宅医療多種職連携会議の開

催により情報共有ができ、今後も継続が必要です。 

今後の 

取組 

二宮町と連携し、在宅医療・介護連携に関する課題解決に向け様々な取組を進

めます。 

・地域の医療・介護の資源の把握 

・在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

・切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

・医療・介護関係者の情報共有の支援 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援 

・医療・介護関係者の研修 

・地域住民への普及啓発 

03 年度 

実績 

相談件数：５件 

研修会：０回 

（地域ケア推進会議は新型コロナウイルス感染症対策のため中止あり） 

04 年度 

実績 

相談件数：４件 

研修会：「障害者総合支援制度」をテーマに Zoom 研修会を開催 

（その他の実施事業） 

・出前授業による在宅医療に関する周知・啓発 

・かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局の普及啓発（スポーツ健康課） 
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第九期の展開 
 

中郡医師会への委託を継続し、医療と介護関係者間の連携を充実させ、地域住民への情報

提供や普及啓発に取り組むとともに、在宅医療と介護の連携に関するパンフレット作製を検

討し、出前講座等において町民への普及啓発を図ります。 

 

第九期の目標 
 

出前講座参加者の受講後の意識の変化割合 

講座に参加したことで

在宅医療を考えるきっ

かけとなった人の割合 

（新規） 

 目標値（割合） 

前年度比 10％増 

 

 

（５）地域包括支援センター機能の強化 

現状と課題 
 

本町は東西に広がる地形であり、日常生活圏域は１か所ながら、大磯と国府という２つの

まちの拠点を持つ点、及び令和４年度まで大磯町社会福祉協議会に委託していた地域包括支

援センターの事業評価から判断し、令和５年度からは地域包括支援センターを各中学校区域

に合わせ、東部と西部の２か所に設置し、包括支援センターの機能の強化を目指しています。 

地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援

助を行うことにより、その保険医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的と

する施設です。（介護保険法第115条の46第1項） 

委託する包括的支援事業の内容は、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的ケアマネジ

メント支援業務のほか、在宅医療・介護連携業務、生活支援体制整備業務、認知症総合支援

業務、地域ケア会議の開催など多岐にわたります。 

今後は、後期高齢者や要支援・要介護高齢者の増加が予測され、また、地域住民の複合化・

複雑化した支援ニーズに対応した業務も求められるため、地域包括支援センターの役割は一

層重要となっています。 

地域包括支援センターは、地域の第一線に立ち、地域包括ケアシステムにおける中核的な

機関として期待されることから、現状の課題や求められる役割を勘案しながら、複合的に機

能強化を図ることが重要です。 

また、在宅医療・介護の連携強化、地域ケア会議、認知症施策の推進等を図る中で、セン

ター間の役割分担・相互連携の強化のため、対象地域にある社会資源の活用を図り、地域と

のつながりの強化・推進が必要です。 

 

  

増 加 
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これまでの取組等 
 

№１ 事業名 地域包括支援センターにおける相談 福祉課 

事業 

内容 

高齢者に関する介護、医療、福祉、健康などの様々な相談のほかにも、虐待な

どの権利擁護に関する内容についての相談に応じています。 

現状と 

課題 

相談しやすい環境づくりを検討し、住民にとって身近な相談機関としての役割

を果たせるように広報、周知を行う必要があります。 

今後の 

取組 

地域包括支援センターの運営について、事業評価を実施し、センター機能の充

実を図ります。 

03 年度 

実績 
相談件数：458 件 

04 年度 

実績 
相談件数：710 件 

 

№２ 事業名 地域ケア会議・地域ケア推進会議 福祉課 

事業 

内容 

地域包括支援センターが主催する地域ケア会議については、多職種による個別

の事例の検討や地域課題の把握等を行い、町が主催する地域ケア推進会議につい

ては、町全体として取り組むべき課題を明らかにし、事業化等についての検討を

行います。 

現状と 

課題 
広域的な連携・協力体制ができる仕組みづくりを進めます。 

今後の 

取組 
会議を継続的に実施します。 

03 年度 

実績 

地域ケア会議開催数：12 回 

地域ケア推進会議開催数：０回 

（地域ケア推進会議は新型コロナウイルス感染症対策のため中止あり） 

04 年度 

実績 

地域ケア会議開催数：11 回 

地域ケア推進会議開催数：１回 

 

第九期の展開 
 

地域包括支援センターの事業運営評価を継続し、課題の把握・共有、業務改善・効率化を

促進し、適切な体制整備・機能強化を支援するほか、地域ケア会議では、地域の課題の解決

や施策形成につなげる検討を推進し、多職種の参加・連携を確保して、ネットワーク構築・

連携強化を進めます。また、令和５年度から開始した、町と地域包括支援センターとの定例

的な情報共有を継続し、地域課題や情報共有を強化し、高齢者虐待や個別ケースへの対応・

援助力の強化・向上を図ります。 

 

第九期の目標 
 

地域ケア会議の開催回数 

現状値（開催数） 

12 回（2 事業所） 

 目標値（開催数） 

12 回（２事業所） 

  

維 持 



第４章 基本目標と施策の展開 

86 

４ 適切な介護保険運営とサービスの質の向上 

【基本施策】 

（１）介護保険サービス量の推移と見込み 

（２）介護保険サービスの基盤整備 

（３）介護給付適正化のための取組 

（４）介護人材育成・確保と介護サービスの適正な実施 

（５）介護保険制度の情報提供・相談体制の充実 

（６）経済的負担の軽減 

（７）介護保険サービス給付費の推計 

（８）介護保険料の算定 

 

（１）介護保険サービス量の推移と見込み 

①介護予防サービス量の推移と見込み 

介護予防サービスについては、比較する数値が小さいため、注意が必要です。 

介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション、介護予防特定施設入居者

生活介護が増加しています。 

 

ア 介護予防サービス 

※回数は１か月あたりの数（日数÷12 か月）、人数は１か月あたりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

介護予防 

訪問入浴介護 

内
容 

看護職員と介護職員が要支援者宅を訪問し、介護予防を目的として、移動用

の浴槽を持ち込んで入浴の介護を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用実績はありませんが、いつでも利用できるサービスの確保に

努めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

介護予防 

訪問看護 

内
容 

医師の指示に基づき、看護師等が利用者の居宅を訪問し、介護予防を目的と

して、健康チェック、療養上の世話又は必要な診療の補助を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減少はありましたが、今後は利用者数、回数の伸びが見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 219.1 134.3 103.3 98.0 102.5 84.9 

人数 34 28 26 22 23 23 
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介護予防 

訪問リハビリテー

ション 

内
容 

医師の指示に基づき、理学療法士や作業療法士等が要支援者宅を訪問し、

理学療法、作業療法等の必要なリハビリテーションを行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減少もあり、現在低い利用実績ですが、いつでも利用できるサー

ビスの確保に努めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 8.8 0.8 4.7 0.0 0.0 0.0 

人数 1 1 1 0 0 0 

 

介護予防 

居宅療養管理指導 

内
容 

医師、歯科医師、薬剤師等が要支援者宅を訪問し、介護予防を目的として、

療養上の管理及び指導を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況をみて、利用件数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 12 17 23 25 25 27 

 

介護予防 

通所リハビリテー

ション 

内
容 

医師の指示に基づき、要支援者が介護老人保健施設や医療機関などに通

い、介護予防を目的として、理学療法、作業療法等の必要なリハビリテーシ

ョンを行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況の経年変化はありませんが、サービスの確保に努め

ます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 9 11 16 16 17 18 

 

介護予防 

短期入所生活介護 

内
容 

要支援者が特別養護老人ホームなどの施設に短期入所し、介護予防を目

的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援と機能訓

練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

コロナウイルス感染症防止等のため、回数の減少がありましたが、これま

での利用状況をみて、利用件数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

日数 15.5 16.5 9.1 10.0 10.0 10.0 

人数 2 2 1 1 1 1 

 

介護予防 

短期入所療養介護 

 

内
容 

要支援者が介護老人保健施設等に短期入所し、介護予防を目的として、看

護や医学的管理のもとで、介護・機能訓練等その他必要な医療や日常生活上

の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

現在利用実績はありませんが、いつでも利用できるサービスの確保に努

めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

日数 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 1 0 0 0 0 
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介護予防 

特定施設入居者生

活介護 

内
容 

有料老人ホーム等に入居している要支援者に対し、介護予防を目的とし

て、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の日常生活上の支援、機能訓練、

療養上の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況をみて、利用数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 12 14 19 19 20 20 

 

介護予防 

福祉用具貸与費 

内
容 

要支援者の生活機能の維持・向上の観点から、介護予防に資する用具を貸

与します。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減もありますが、今後の利用状況から利用件数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 148 145 144 143 144 150 

 

特定介護予防 

福祉用具 

購入費 

内
容 

福祉用具で、介護予防に資する用具のうち、入浴や排せつのための用具の

購入費の一部を支給します。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況をみて、利用数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 3 3 6 6 6 6 

 

介護予防 

住宅改修費 

内
容 

要支援者が居宅で自立した生活を送ることができるように支援するた

め、必要となる住宅改修費の一部を支給します。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況をみて、利用数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 4 3 6 6 6 6 

 

介護予防支援 

内
容 

要支援者が、介護予防サービス等を適正に利用できるよう、地域包括支援

センターが本人の心身の状況や希望を踏まえて、介護予防サービス計画（ケ

アプラン）の作成業務やサービスの実施状況把握など給付管理業務を行い

ます。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減もありますが、今後の利用状況から利用件数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 175 170 171 166 163 165 
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イ 地域密着型介護予防サービス 

※回数は１か月あたりの数（日数÷12 か月）、人数は１か月あたりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

介護予防 

認知症対応型通所

介護 

内
容 

認知症の要支援者が小規模（定員９人以下）のデイサービスセンターなど

に通い、介護予防を目的として、入浴・排せつ・食事等の介護その他日常生

活上の支援や機能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

現在、利用実績はありませんが、いつでも利用できるサービスの確保に努

めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

介護予防 

小規模多機能型居

宅介護 

内
容 

居宅の要支援者の心身の状況や置かれている環境等に応じて、小規模な

施設（定員 29 人以下）への｢通い｣や、自宅に来てもらう｢訪問｣などによ

り、介護予防を目的として入浴・排せつ・食事等の介護、その他日常生活上

の支援や機能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの利用状況をみて、利用数を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 2 1 1 1 1 1 

 

介護予防 

認知症対応型 

共同生活介護 

内
容 

認知症（急性を除く）の高齢者に対して、共同生活住居で、介護予防を目

的として入浴・排せつ・食事等の介護などの日常生活上の支援や機能訓練を

行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

現在、利用実績はありませんが、いつでも利用できるサービスの確保に努

めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 0 0 0 0 0 0 
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②介護サービス量の推移と見込み 

居宅サービスについては、要介護認定者及び独居高齢者の増加とともに、増加傾向にある

サービスが多くなる中、介護による離職防止の観点から、介護をしている家族等の就労継続

や負担軽減の必要性を踏まえることが重要です。 

 

ア 居宅サービス 

※回数（日数）は１か月あたりの数（日数÷12 か月）、人数は１か月あたりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

訪問介護 

内
容 

訪問介護員（ホームヘルパー）等が要介護者宅を訪問し、入浴・排せつ・

食事等の介護、その他の日常生活上の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後もサービスの利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 6,810.6 6,913.2 7,055.2 7,577.8 7,773.1 8,201.3 

人数 277 281 301 315 325 329 

 

訪問入浴介護 

内
容 

看護職員と介護職員が要介護者宅を訪問し、移動用の浴槽を持ち込んで

入浴の介助を受けます。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減もありますが、今後もサービスの利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 184.3 153.5 125.4 118.4 124.1 129.0 

人数 36 31 23 22 23 24 

 

訪問看護 

内
容 

医師の指示に基づき、看護師、理学療法士等が要介護者宅を訪問し、介護

予防を目的として、療養生活の支援、必要な診療の補助を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後も、サービスの利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 1,720.9 1,846.8 1,922.4 2,087.7 2,181.0 2,260.2 

人数 224 245 252 275 288 300 

 

訪問リハビリテー

ション 

内
容 

医師の指示に基づき、理学療法士や作業療法士等が要介護者宅を訪問し、

理学療法、作業療法等の必要なリハビリテーションを行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後も、サービスの利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 233.8 246.5 535.5 612.3 669.8 732.4 

人数 17 17 26 29 30 32 
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居宅療養管理指導 

内
容 

医師、歯科医師、薬剤師等が要介護者宅を訪問し、療養上の管理及び指導

を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後も、利用件数の伸びが見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 291 299 310 319 324 334 

 

通所介護 

内
容 

要介護者が特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどの施設に通

い、入浴・排せつ・食事等の介護を受けるとともに、レクリエーションや機

能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は、サービスの利用者数の増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 2,656.7 2,558.0 2,629.3 2,544.2 2,586.3 2,667.5 

人数 272 275 302 306 316 327 

 

通所リハビリテー

ション 

内
容 

医師の指示に基づき、要介護者が介護老人保健施設や医療機関などに通

い、心身機能の維持回復、日常生活の自立援助のため、理学療法等のリハビ

リテーションを行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は、サービス利用の伸びが見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 478.1 533.9 537.1 525.7 524.0 552.0 

人数 65 73 75 76 77 81 

 

短期入所生活介護 

内
容 

要介護者が特別養護老人ホームなどの施設に短期間入所し、入浴・排せ

つ・食事等の介護その他の日常生活上の支援と機能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な利用日数の減少を見込む中、サービス利用人数の増が見込まれ

ます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

日数 870.3 733.9 845.3 810.9 835.2 880.7 

人数 68 69 97 101 105 110 

 

短期入所療養介護 

内
容 

要介護者が老人保健施設などの施設に短期間入所し、看護及び医学的管

理のもとで、介護及び機能訓練その他必要な医療及び日常生活上の支援を

行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は一定度の利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

日数 97.7 67.5 70.1 66.0 66.0 66.0 

人数 15 15 19 12 12 12 
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特定施設入居者 

生活介護 

内
容 

有料老人ホーム等に入所している要介護者に対し、入浴・排せつ・食事等

の介護その他日常生活上の支援、機能訓練及び療養上の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

利用数の減少がありましたが、今後は、一定度の利用増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 97 90 90 92 93 96 

 

福祉用具貸与 

内
容 

要介護者の日常生活上の便宜を図り機能訓練に資することで、日常生活

上の自立を助けるための用具を貸与します。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後も利用人数の伸びが見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 528 575 588 634 670 694 

 

特定福祉用具 

購入費 

内
容 

要介護者の日常生活上の便宜を図り、日常生活上の自立を助けるため、福

祉用具で、入浴・排せつのための用具の購入費を一部支給します。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後も一定度の利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 10 11 10 11 11 11 

 

住宅改修費 

内
容 

要介護者が居宅で自立した生活を送ることができるよう支援するため、

必要となる住宅改修費の一部を支給します。 

利
用
実
績
と
見
込 

利用件数の伸びはありませんが、今後は給付額の増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 8 9 6 6 6 7 

 

居宅介護支援 

内
容 

要介護者が、居宅サービス等を適切に利用できるよう、居宅介護支援事業

者が本人の心身の状況やサービスの実施状況把握など給付管理業務を行い

ます。 

利
用
実
績
と
見
込 

利用数の減がありましたが、今後は、利用増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 742 783 817 851 872 900 
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イ 地域密着型サービス 

※回数は１か月あたりの数（日数÷12 か月）、人数は１か月あたりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

内
容 

要介護者の定期的な巡回訪問や随時通報により訪問し、入浴・排せつ・食

事等の介護や日常生活上の支援を行います。また、医師の指示により、看護

師等が要介護認定者宅で療養上の支援又は看護を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの実績がなく、また、事業所整備も予定しておらず、利用を見込

んでいません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

夜間対応型 

訪問介護 

内
容 

夜間に要介護者宅の定期的な巡回訪問や随時通報により､介護福祉士等

が訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護その他の日常生活の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの実績がなく、また、事業所整備も予定しておらず、利用を見込

んでいません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

地域密着型 

通所介護 

内
容 

要介護者が小規模のデイサービスセンターなどに通い、要介護度の軽減

を目的として、入浴・食事等の介護、日常生活上の支援や機能訓練を行いま

す。 

利
用
実
績
と
見
込 

利用数の停滞がありましたが、今後は利用数の増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 1,035.8 1,156.5 1,192.8 1,230.1 1,286.3 1,328.4 

人数 111 127 132 143 151 156 

 

認知症対応型 

通所介護 

内
容 

認知症の要介護者がデイサービスセンターなどに通い、要介護度の軽減

を目的として、入浴・排せつ・食事等の介護、日常生活上の支援や機能訓練

を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な利用数の減少がありましたが、今後は一定度の利用増が見込ま

れます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

回数 192.3 175.3 125.8 118.9 129.1 138.9 

人数 12 14 14 14 15 16 

 

認知症対応型 

共同生活介護 

内
容 

認知症（急性を除く）の要介護者が、共同生活住居（入居定員 19 人以

下）で、認知症の症状の緩和と安心して日常生活が送れるよう、入浴・排せ

つ・食事等の介護、日常生活上の支援や機能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は一定度の利用増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 54 54 56 56 59 72 
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小規模多機能型 

居宅介護 

内
容 

居宅の要介護者の心身の状況や置かれている環境等に応じて、小規模な

施設（定員 29 人以下）への｢通い｣や、｢訪問｣をしてもらい、介護予防を目

的として入浴・排せつ・食事等の介護、日常生活上の支援や機能訓練を行い

ます。 

利
用
実
績
と
見
込 

一時的な減少がありましたが、今後は同水準での利用が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 24 20 15 14 15 16 

 

地域密着型 

特定施設 

入居者生活介護 

内
容 

地域密着型特定施設とは、入居者が要介護者と配偶者等に限られる介護

専用型施設のうち、定員が 29 人以下のものです。入居している要介護者に

対し､入浴・排せつ・食事等の介護、日常生活上の支援､機能訓練を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの実績がなく、また、事業所整備も予定していないため、利用を

見込んではいません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

地域密着型 

介護老人福祉施設

入所者生活介護 

内
容 

原則要介護３以上の要介護者を対象とした定員が 29 人以下の特別養護

老人ホームにおいて、できるだけ居宅の生活への復帰を目指して、入浴・排

せつ・食事等の介護、相談と援助、健康管理を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでも低い利用状況でしたが、今後は利用を見込んではいません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 1 1 1 0 0 0 

 

看護小規模多機能

型居宅介護 

内
容 

要介護者に対して、小規模多機能型居宅介護に看護を組み合わせて一体

的に提供することにより、効果的かつ効率的となるサービスで、利用者の要

介護状態の軽減、悪化の防止を目指します。 

利
用
実
績
と
見
込 

これまでの実績がなく、また、事業所整備も予定していないため、利用を

見込んではいません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 0 0 0 0 0 0 
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ウ 施設サービス 

※人数は１か月当たりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホ

ーム） 

内
容 

基本的入所要件は、要介護度３以上の要介護者が対象です。要介護者に対

して、入浴・排せつ・食事等の介護その他、日常生活上の支援、機能訓練、

健康管理、療養上の世話を行います。また、特別養護老人ホームで提供され

る医療サービスは、健康管理、保健衛生が中心です。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は一定度の利用を見込みますが、待機者増の影響があります。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 163 171 179 179 179 179 

 

介護老人保健施設 

内
容 

要介護者に対して、施設サービス計画に基づき、看護・医学的管理下のも

とでの介護、機能訓練その他、必要な医療及び日常生活上の支援を行いま

す。自宅への復帰を目指してサービスを提供し、入所期間は原則３か月です

が、期間が延長されることもあります。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後は一定度の利用を見込みますが、待機者増の影響があります。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 92 86 89 89 89 89 

 

介護療養型医療施

設 

内
容 

長期療養を必要とする要介護者に対して、療養上の管理と看護、医学的管

理下のもとでの介護、機能訓練等の、必要な医療を提供する施設です。 

介護保険の基盤整備を踏まえて、令和５年度末を期限として、介護老人保

健施設、介護医療院への転換を予定しています。 

利
用
実
績
と
見
込 

令和 5 年度末で廃止するため第九期の見込みはありません。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 2 ２ 2 ― ― ― 

 

介護医療院 

内
容 

慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な

重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナルケア」等の機能と「生活施設」

としての機能をもち、長期療養を備えた介護保険施設です。 

利
用
実
績
と
見
込 

平成 30 年からの新たな施設です。介護療養型医療施設からの転換によ

り一定度の利用を見込みますが、待機者増の影響が予想されます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 ２ ２ 2 2 2 2 
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③地域支援事業（総合事業） 

総合事業は地域の特徴・特色に応じて、既存の介護予防サービス事業所に加え、多様な主

体によるサービスを提供するものです。利用者のニーズに合わせてサービスの柔軟な展開が

必要です。 

 

ア 介護予防・日常生活支援サービス 

※人数は１か月当たりの利用者数（件数÷12 か月）です。 

訪問介護 

相当サービス 

内
容 

要支援者等に支援を行う予防サービスのひとつとして、第１号被保険者

に対する訪問サービスです。介護福祉士等が要支援者又は事業対象者宅を

訪問し、介護予防を目的として、入浴・排せつ・食事等の介護その他の日常

生活上の支援を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後はサービスの利用増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 108 103 115 117 120 124 

 

通所介護 

相当サービス 

内
容 

要支援者等に支援を行う予防サービスのひとつとして、第１号被保険者

に対する通所型サービスです。要支援者又は事業対象者が特別養護老人ホ

ームやデイサービスセンターなどの施設に通い、介護予防を目的として、入

浴・排せつ・食事等の支援を受けるとともに、レクレーションや機能訓練を

行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

今後はサービスの利用増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 162 153 172 175 180 186 

 

介護予防 

ケアマネジメント 

内
容 

要支援者等に支援を行う予防サービスのひとつとして、第１号被保険者

に対するケアマネジメントサービスです。事業対象者が介護予防サービス

等を適正に利用できるよう、地域包括支援センターが本人の心身の状況や

希望を踏まえて、介護予防サービス計画（ケアプラン）の作成業務やサービ

スの実施状況把握など、給付管理業務を行います。 

利
用
実
績
と
見
込 

人数の減少がありましたが、今後は、一定度のサービスの利用増が見込ま

れます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 158 148 138 166 163 165 
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通所型サービスＣ 

内
容 

要支援者等に支援を行う予防サービスのひとつとして、第１号被保険者

に対する通所型サービスの短期集中予防サービスです。要支援者又は事業

対象者が委託された施設に通い、日常生活機能を維持・改善するためのスト

レッチ、筋力向上運動、機能的運動等の運動指導を、３か月から６か月の短

期間で実施します。 

利
用
実
績
と
見
込 

第７期計画から導入したサービスです。現在、１事業者に委託をしていま

すが、利用実績はありません。今後いつでも利用できるサービスの確保に努

めます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

人数 0 0 0 0 0 0 

 

 

④その他 

ア 介護給付の仕組み 

特定入所者介護サ

ービス費 

内
容 

施設入所等の費用のうち、食費及び居住費は、原則、全額本人の自己負担

となります。ただし、住民税非課税世帯である入居者については、補足給付

支給し負担を軽減します。なお、配偶者所得と資産を勘案し、一定以上ある

場合は補足給付の対象にはなりません。 

利
用
実
績
と
見
込 

給付件数の減がありましたが、今後は給付件数の増を見込みます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

（給付件数） 1,786 1,634 1,595 2,184 2,247 2,311 

 

高額介護サービス

費 

内
容 

同じ月に利用した介護保険のサービスの利用者負担が高額になった場合

は、１か月の利用者負担を合算（同じ世帯に複数の利用者がいる場合は、世

帯合算）し、上限額を超えた場合は、サービス費として超えた分が払い戻さ

れます。 

利
用
実
績
と
見
込 

給付件数の減もありますが、その後は給付件数の増が見込まれます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

（給付件数） 5,592 5,419 5,445 5,409 5,564 5,723 

 

高額医療合算介護

サービス費 

内
容 

同じ医療機関の世帯内で、医療費と介護サービス費の両方の自己負担が

あり、１年間の自己負担額の合計額が世帯の自己負担額を超えた場合は、サ

ービス費として超えた分が支給されます。年額計算期間は、８月１日から翌

年７月 31 日の 12 か月間です。 

利
用
実
績
と
見
込 

給付件数の減少がありますが、今後は、一定度の給付件数の増が見込まれ

ます。 

第八期 第九期 

３年度(実績) ４年度(実績) ５年度(見込) ６年度(見込) ７年度(見込) ８年度(見込) 

（給付件数） 304 286 399 317 326 335 
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（２）介護保険サービスの基盤整備 

2025年（令和７年）には、団塊の世代が後期高齢者となり、介護サービスを必要とする

高齢者は、今後急激に増えていくことが見込まれます。 

一般高齢者アンケート調査では、介護が必要となったとき、在宅で暮らしたいという高齢

者が53.9％となっています。 

また、現在要介護・要支援認定を受けている高齢者の66.3％が施設入所を検討していな

いとの回答がありました。 

このような中で介護サービスを充実させるには、在宅サービスにおいて医療と介護の連携

の強化などにより、質の高いサービス提供を図ります。 

介護保険施設整備については、地域密着型サービスが地域包括ケアシステムを推進するう

えで重要な役割を有していることから、町が主体となり、ニーズを把握しながら、必要なと

きに安心して介護サービスが受けられる、施設整備の準備を進めます。 

 

【介護保険施設等整備目標】 

区分 
第八期 第九期 2027 年度 2040 年度 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 22 年度 

① 介護保険施設         

ア 介護老人福祉施設 150 150 150 150 150 150 200 200 

イ 介護老人保健施設 110 110 110 110 110 110 110 110 

ウ 介護療養型医療施設 0 0 0      

エ 介護医療院 0 0 0 0 0 0 0 0 

② 介護保険施設【地域密着型】         

ア 地域密着型介護老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 

イ 認知症対応型共同生活介護事業所 54 54 54 54 54 72 72 72 

ウ 地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 0 0 0 0 0 0 0 0 

エ 定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所 0 0 0 0 0 0 0 0 

オ 認知症対応型通所介護事業所 10 10 10 10 10 10 10 10 

カ 小規模多機能型居宅介護事業所 29 29 29 29 29 29 29 29 

キ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 0 0 0 0 0 0 0 0 

ク 夜間対応型訪問介護事業所 0 0 0 0 0 0 0 0 

ケ 地域密着型通所介護事業所 76 66 66 66 66 66 66 66 

③ その他老人福祉施設(介護保険施設以外)         

ア 養護老人ホーム 0 0 0 0 0 0 0 0 

イ 軽費老人ホーム 0 0 0 0 0 0 0 0 

ウ 特定施設入居者生活介護事業所(介護専用型) 0 0 0 0 0 0 0 0 

エ 特定施設入居者生活介護事業所(混合型) 166 166 166 166 166 166 166 166 

④ その他施設         

ア 住宅型有料老人ホーム 34 42 42 42 42 42 42 42 

イ サービス付き高齢者向け住宅 49 49 49 49 49 49 49 49 

※ ①②③人、④戸数 

 

  



第４章 基本目標と施策の展開 

99 

※介護保険施設等の種類と内容 

区分・施設名 事業所の内容・提供サービス 

①介護保険施設 介護保険法で定めた施設サービスを提供する施設 

ア 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
日常生活上の支援、機能訓練、健康管理等を行う施設 基本的入所要件は、要

介護３以上の介護認定が必要 

イ 介護老人保健施設 
看護・医学的管理下のもとで、自宅への復帰を目指す施設 要介護１以上の介

護認定が必要 入所期間は原則３か月 

ウ 介護療養型医療施設 
長期療養を必要とする要介護者に対し、必要な医療を提供する施設 令和６年

を期限として介護老人保健施設、介護医療院への転換が行われている。 

エ 介護医療院 
慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、医療機能と生活施設としての機能

を兼ね備えた施設 要介護１以上の介護認定が必要 

②介護保険施設【地域密着型】 
可能な限り住み慣れた自宅又は地域で生活を継続できるよう、町が主体となっ

てサービスを提供 利用者は原則として町民 

ア 地域密着型介護老人福祉施設 原則として町民が利用する定員 29 人以下の介護老人福祉施設 

イ 認知症対応型共同生活介護事業所 認知症の要介護者に対応する定員 9 人以下の共同生活住居 

ウ 地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 入居者が要介護者と配偶者に限られる定員 29 人以下の介護専用施設 

エ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 要介護者の定期的な巡回訪問や随時通報により居宅を訪問しサービスを提供 

オ 認知症対応型通所介護事業所 認知症の要介護者がデイサービスセンターへの通いによるサービスを提供 

カ 小規模多機能型居宅介護事業所 居宅の要介護者に対し、施設への通いと宿泊、居宅への訪問サービスを提供 

キ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 要介護者に対して小規模多機能型居宅介護と看護を一体化して提供 

ク 夜間対応型訪問介護事業所 要介護者の夜間の定期的な巡回訪問や随時通報に対する日常生活支援 

ケ 地域密着型通所介護事業所 要介護者へ小規模のデイサービスセンターへの通いによるサービスを提供 

③その他老人福祉施設（介護保険施設以外） 介護保険法の定め以外の施設であるが、サービスを受けることが可能 

ア 養護老人ホーム 65 歳以上の居宅で養護を受けられない人に対する町長の決定による入所施設 

イ 軽費老人ホーム 原則 60 歳以上で居宅での生活が困難な人に対する低額又は無料の施設 

ウ 
特定施設入居者生活介護事業所（介護専用

型） 
要介護者が入居する特定施設(ア･イ等)で事業所内、又は外部のサービスを提供 

エ 特定施設入居者生活介護事業所（混合型） 高齢者が入居する特定施設(ア･イ等)で事業所内、又は外部のサービスを提供 

④その他施設 主に民間が運営する施設で、外部サービスの利用が可能 

ア 住宅型有料老人ホーム 高齢者が入居する生活支援サービスが付いた施設で外部サービス利用が可能 

イ サービス付き高齢者向け住宅 バリアフリー対応の賃貸住宅で、外部サービスの利用が可能 
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（３）介護給付適正化のための取組 

介護保険制度の適切な運営には、介護給付を必要とする人の適切な認定や、過不足のない

真に必要なサービを事業者が適切に提供するよう促すことが重要です。 

国が示す「第６期介護給付適正化計画（令和６年度から令和９年度）」に関する指針をも

とに、再編された介護給付費適正化の主要３事業を中心とした取組の実施とともに、適切な

適正化事業の推進を図ります。 

 

①要介護認定の適正化 

要介護認定の適正化 

内
容 

要介護認定の結果について、点検を実施し、適切な調査や認定審査が

行われるように、認定調査員や認定審査会委員に対して研修を実施し、

要介護認定の平準化を図ります。 

方
法 

認定調査票の内容を点検します。 

実
施
目
標 

点検実施率 

６年度 ７年度 ８年度 

100％ 100％ 100％ 

 

②ケアプランの点検、住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与の点検 

ケアプランの点検 

内
容 

委託する神奈川県国民健康保険団体連合会のケアプラン分析システ

ムを活用し、ケアプランが適正かつ効果的に行われているか評価・指導

を実施します。 

方
法 

神奈川県国民健康保険団体連合会のケアプラン分析システムをもと

に、抽出した事業所の確認をします。 

実
施
目
標 

点検対象事業所 

６年度 ７年度 ８年度 

４事業所 ５事業所 ５事業所 

住宅改修の点検 

内
容 

住宅改修費支給申請書を点検し、必要性に疑義あるものについては、

住宅改修完了後に訪問調査を行い、改修状況の点検を行います。 

方
法 

申請内容について訪問による調査を行います。 

実
施
目
標 

点検件数 

６年度 ７年度 ８年度 

２件 ２件 ２件 

福祉用具購入の点検 

内
容 

福祉用具購入費支給申請書類を点検し､必要に応じ事業者へ確認を

行います。 

方
法 

申請内容について事業者への確認調査を行います。 

実
施
目
標 

点検件数 

６年度 ７年度 ８年度 

２件 ２件 ２件 

福祉用具貸与の点検 

内
容 

軽度者に対する貸与において、サービス担当者会議の記録や医師の

所見の確認を行います。 

方
法 

サービス担当者会議の記録や医師の所見の確認をします。 

実
施
目
標 

点検件数 

６年度 ７年度 ８年度 

18 件 19 件 20 件   
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③縦覧点検・医療情報との突合 

縦覧点検 

内
容 

神奈川県国民健康保険団体連合会に委託をし、縦覧点検を行ってい

ます。 

方
法 

縦覧点検については、縦覧点検処理後の一覧票をもとに提供される

サービスの整合性を点検し、必要に応じてサービス事業者に対し、適正

な報酬請求を促します。 

実
施
目
標 

点検件数 

６年度 ７年度 ８年度 

60 件 65 件 70 件 

医療情報との突合 

内
容 

神奈川県国民健康保険団体連合会に委託をし、縦覧点検及び医療情

報との突合処理を行っています。 

方
法 

医療情報との突合については、作成される突合リストをもとに、提供

されるサービスの整合性を点検し、必要に応じてサービス事業者に適

正な報酬請求を促します。 

実
施
目
標 

点検件数 

６年度 ７年度 ８年度 

290 件 300 件 310 件 
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（４）介護人材育成・確保と介護サービスの適正な実施 

介護分野における人材不足は深刻であり、今後担い手となる現役世代が減少する中で、介

護人材の育成・確保に係る取組のほか、定着への取組が求められています。 

また、介護保険制度を今後も持続していくためには、質が高く必要なサービスを提供して

いくとともに、財源と人材をより重点的・効果的に活用する仕組みを構築することが必要で

す。 

 

①介護人材育成・確保及び生産性向上の推進 

地域包括ケアシステムを支える介護人材の育成・確保するためには、安定的に確保する取

組が肝要です。職場環境の改善等の取組を通じ、職員の負担軽減を図るとともに、ケアの充

実等の介護サービスの質の向上へつなげていくなどの「生産性の向上」の推進に取り組むこ

とが不可欠となっています。 

様々な機関と連携しながら、人材確保策を検討するほか、介護従事者等のスキルアップ、

処遇改善を促進します。 

また、限られた人員が介護業務に専念できるよう事務負担の軽減を図るほか、介護職員の

心的苦痛が離職を招く一因となっていることから、利用者や家族に対する啓発や、包括支援

センターにおける介護支援専門員に対する支援を進めます。 

 

ア 介護人材確保・定着の取組の推進 

介護人材の確保・定着は喫緊の課題であり、国、県、事業者の取組はもとより、本町の取

組が肝要です。介護の仕事に関する普及啓発はもとより、総合事業の従事者養成や介護職員

初任者研修などへの支援方法の検討を行うことが重要です。 

介護人材育成のための助成制度を検討し、各種研修やセミナー等への参加促進につながる

よう、県と連携を図りながら、介護サービス事業者の質の向上を図ります。 

 

イ 介護現場の生産性向上の取組への支援 

介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点から重要な課題です。

ＩＣＴ化については、特に介護記録・情報共有・報酬請求等の業務の効率化につながるもの

です。県では、介護事業所におけるＩＣＴ導入を支援することにより、介護分野におけるICT

化を抜本的に進めることを目的としたＩＣＴ導入支援事業費補助金を交付しています。 

本補助金の周知を行うとともに、町提出の各種文書量の軽減、簡素化に取り組みます。 
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②適正化の推進に役立つツールの活用 

ア 地域包括ケア「見える化」システムの活用 

地域包括ケア「見える化」システムは、都道府県・市町村における介護保険事業（支援）

計画等の策定・実行を総合的に支援するための国の情報システムです。 

介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が提

供されます。システムの活用により、地域間比較等による現状分析や推計を行い、市町村、

県、国を比較して本町の特徴を分析することができます。 

 

イ 適正化システムの活用 

神奈川県国民健康保険団体連合会の「介護給付適正化事業における情報提供」で提供され

る情報をもとに、事業者等のサービス内容等の点検や請求の是正等、事業者の実情の把握を

行います。 

 

ウ 地域ケア会議 

多職種の介護関係者が参加して開催する地域ケア会議における個別ケース検討の中で把

握された地域課題について、解決に向けた検討を行います。 

 

エ 要介護認定を行う体制の整備 

本町において今後、要介護（要支援）認定申請者の増加が予想されることから、要介護認

定者の確保や要介護認定を行う体制の計画的な整備に努めます。 

 

（その他の実施事業） 

・ケアマネジャー等への研修会や勉強会等の開催 

・認定調査員への研修会の開催 

・介護の仕事に関する普及啓発 

 

 

（５）介護保険制度の情報提供・相談体制の充実 

介護保険制度は、法令改正、国からの通知などが多く、複雑で難解な制度です。介護保険

事業所に対し、制度内容を情報提供するとともに運営状況点検書の提供、事項評価・外部評

価の周知に努め、機能性の高い体制となるよう取り組みます。 

また、町民や被保険者に対して介護保険制度の紹介・案内等の情報提供、地域包括支援セ

ンターの相談窓口の周知により、相談体制の充実に努めます。 
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№１ 事業名 地域包括支援センターにおける総合相談 福祉課 

事業 

内容 

高齢者に関する介護、医療、福祉、健康などの様々な相談のほかにも、虐待な

どの権利擁護に関する内容についても相談に応じています。 

現状と 

課題 

相談しやすい環境づくりを検討し、住民にとって身近な相談機関としての役割

を果たせるように、広報、周知を行う必要があります。 

今後の 

取組 

地域包括支援センターの運営について事業評価を実施し、センター機能の充実

を図ります。 

03 年度 

実績 
相談件数 481 件 

04 年度 

実績 
相談件数 494 件 

（その他の実施事業） 

・町民への広報・ＳＮＳを活用した制度周知 

・事業所との情報交換、情報提供、連携 

・介護相談員派遣事業 

・事業評価の公表 

 

（６）経済的負担の軽減 

経済的な理由から、介護保険料の納付やサービスの利用が困難にならないよう、介護保険

料や利用者負担について、必要な低所得者対策に取り組みます。 

 

①介護保険料の軽減 

第１号被保険者の保険料は、低所得者の負担を軽減するために一般財源等の投入がなされ

るなど、低所得者への一定の配慮がなされています。 

低所得者に対し、第１段階及び第２段階、第３段階の被保険者の保険料に公費を投入し、

軽減を行います。 

 

②介護保険サービス利用料の軽減と制度周知 

経済的な理由で必要なサービスの利用を控えることがないよう、利用料の軽減を行ってい

ます。施策として、高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定

入所者介護サービス費を実施します。 

また、制度について利用者への周知を図るとともに、社会福祉法人等による利用者負担額

軽減措置制度について未実施法人へ制度の趣旨を周知し、軽減制度実施の拡大を進めます。 
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（７）介護保険サービス給付費の推計 

介護保険給付費の見込量は、要支援、要介護の認定者数、介護保険サービスの利用実績な

ど勘案し、全体事業費を見込みます。 

 

①予防給付費の推計 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 6,569 6,844 6,844 20,257 

介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 

介護予防居宅療養管理指導 3,829 3,878 4,190 11,897 

介護予防通所リハビリテーション 5,465 5,754 6,035 17,254 

介護予防短期入所生活介護 921 923 923 2,767 

介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 

介護予防特定施設入居者生活介護 18,400 19,099 19,099 56,598 

介護予防福祉用具貸与 9,338 9,400 9,791 28,529 

特定介護予防福祉用具購入費 1,715 1,715 1,715 5,145 

介護予防住宅改修 4,017 4,017 4,017 12,051 

給付費計 (a) 50,254 51,630 52,614 154,498 

地
域
密
着
型
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 666 666 666 1,998 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 

給付費計 (b) 666 666 666 1,998 

       

介護予防支援 給付費 (c) 9,844 9,683 9,804 29,331 

 

②介護給付費（施設サービス）の推計 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 307,981 315,669 333,266 956,916 

訪問入浴介護 18,533 19,441 20,216 58,190 

訪問看護 137,332 143,612 149,046 429,990 

訪問リハビリテーション 22,785 24,948 27,292 75,025 

居宅療養管理指導 51,036 51,922 53,473 156,431 

通所介護 248,756 254,006 262,967 765,729 

通所リハビリテーション 60,738 60,734 64,348 185,820 

短期入所生活介護 89,665 92,344 97,485 279,494 

短期入所療養介護 7,862 7,872 7,872 23,606 

特定施設入居者生活介護 223,433 226,167 232,979 682,579 

福祉用具貸与 108,592 114,030 118,684 341,306 

特定福祉用具購入費 3,895 3,895 3,895 11,685 

住宅改修費 7,115 7,115 8,314 22,544 

給付費計 (d) 1,287,723 1,321,755 1,379,837 3,989,315 
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③介護給付費（地域密着型サービス）の推計 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 124,938 129,847 133,963 388,748 

認知症対応型通所介護 17,011 18,527 19,963 55,501 

認知症対応型共同生活介護 184,525 194,642 237,585 616,752 

小規模多機能型居宅介護 36,517 38,190 42,130 116,837 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

給付費計 (e) 362,991 381,206 433,641 1,177,838 

       
居宅介護支援 給付費 (f) 171,649 175,965 181,906 529,520 

 

④介護給付費（施設サービス）の推計 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

介護老人福祉施設（特養） 531,788 532,461 532,461 1,596,710 

介護老人保健施設 314,694 315,092 315,092 944,878 

介護医療院 10,478 10,491 10,491 31,460 

介護療養型医療施設     

施設サービス給付費計 (g) 856,960 858,044 858,044 2,573,048 

 

⑤地域支援事業 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 101,662 103,682 106,671 312,015 

包括的支援事業費・任意事業費 44,500 44,500 44,500 133,500 

包括的支援事業（社会保障充実分） 9,484 9,484 9,484 28,452 

事業費計 155,646 157,666 160,655 473,967 

 

⑥その他の推計 

単位：千円 

種類 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ３か年計 

特定入所者介護サービス費 57,452 58,892 60,591 176,935 

高額介護サービス費 68,441 70,156 72,180 210,777 

高額医療・高額介護合算サービス費 10,654 10,959 11,275 32,888 

審査支払手数料 2,258 2,323 2,389 6,970 

その他計 138,805 142,330 146,435 427,570 

 

  



第４章 基本目標と施策の展開 

107 

（８）介護保険料の算定 

①介護保険財政の仕組み 

介護保険事業の財源については、保険給付に要する費用（標準給付費）の50%を65歳以

上の第１号被保険者と40歳～64歳までの第２号被保険者の保険料、残りの50%を公費（国、

県、町）で負担する仕組みになっています。本計画期間では第１号被保険者の負担割合は

23％となります。ただし、国の財政調整交付金の割合によって、第１号負担割合は増減し

ます。 

町、地域支援事業のうち、包括的支援事業・任意事業の財源については、第１号被保険者

の保険料と公費で構成されます。 

 

【介護保険財源構成割合表】 

単位：％ 

 
介護給付費 地域支援事業 

居宅サービス等 施設サービス等 介護予防事業 
包括的支援事業・

任意事業 

公
費 

国 20.0% 15.0% 25.0% 38.5% 

国財政調整交付金 5.0% 5.0%   

県 12.5% 17.5% 12.5% 19.25% 

町 12.5% 12.5% 12.5% 19.25% 

第１号被保険者 23.0% 23.0% 23.0% 23.0% 

第２号被保険者 27.0% 27.0% 27.0%  

合計 1.0 1.0 1.0 1.0 

※国の負担分のうち、各市町村の高齢化率や所得水準による財政力格差を調整するため、５％分を財

政調整交付金として交付します。 
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②財政調整交付金の交付割合 

国は、市町村の高齢化率や所得水準等による財政力格差を調整するため、財政調整交付金

が交付されます。市町村によって、交付割合が異なります。 

 

③介護保険料の算定に要する事業費の推計 

介護保険事業費は、第九期計画期間における第１号被保険者や要支援・要介護認定者数の

推計、サービス利用見込量などをもとに居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、

介護予防サービスなどの保険給付に要する費用（標準給付費）及び地域支援事業費を積算し、

介護保険料の算定の基礎となる事業費を算出します。 

 

【介護保険事業に要する標準給付費及び地域支援事業費の推計】 

単位：円 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

標準給付費見込額（Ａ） 2,878,891,496 2,941,278,925 3,062,948,259 8,883,118,680 

総給付費 2,740,087,000 2,798,949,000 2,916,512,000 8,455,548,000 

特定入所者介護サービス費等給付額 57,451,994 58,891,894 60,590,975 176,934,863 

高額介護サービス費等給付額 68,440,989 70,156,302 72,180,371 210,777,662 

高額医療合算介護サービス費等給付額 10,653,638 10,959,099 11,275,278 32,888,015 

審査支払手数料 2,257,875 2,322,630 2,389,635 6,970,140 

地域支援事業費（Ｂ）＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 155,645,600 157,665,600 160,655,200 473,966,400 

介護予防・日常生活支援総合事業費（Ｃ） 101,661,600 103,681,600 106,671,200 312,014,400 

包括的支援事業・任意事業費（Ｄ） 44,500,000 44,500,000 44,500,000 133,500,000 

包括的支援事業（社会保障充実分）（Ｅ） 9,484,000 9,484,000 9,484,000 28,452,000 

保険料の算定に係る事業費の総額（Ｆ） 

＝Ａ＋Ｂ 
3,034,537,096 3,098,944,525 3,223,603,459 9,357,085,080 
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④保険料基準額の算定                       （単位：円） 

第１号被保険者の負担割合 （Ｇ）＝ Ｆ × 23％ 2,152,129,568 

 

 

※ 所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｈ） 

所得の低い第１号被保険者の負担を軽減し、所得の高い第１号被保険者の負担は負担能力に応じ

たものとするため、所得段階別加入割合の補正をした人数となります。    （単位：人） 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

弾力化をした場合の所得段階別加入割

合補正後被保険者数（Ｈ） 
11,611 11,603 11,617 34,831 

 

    （単位：円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

調整交付金相当額 

（Ｉ） ＝ （Ａ ＋ Ｃ） × ５％ 
149,027,655 152,248,026 158,480,973 459,756,654 

調整交付金見込交付割合 

（Ｊ）％ 
2.24 2.54 2.67  

調整交付金交付見込額 

（Ｋ） ＝ （Ａ ＋ Ｃ） × Ｊ 
66,764,000 77,342,000 84,629,000 228,735,000 

 

準備基金の残額（令和５年度末の見込額） 792,000,000 

準備基金取崩額（Ｌ） 420,000,000 

保険者機能強化推進交付金等の交付見込み額（Ｍ） 6,000,000 

予定保険料収納率（Ｎ）％ 99.00 

 

第１号被保険者の保険料収納必要額 

（Ｐ） ＝（Ｇ ＋ Ｉ － Ｋ － Ｌ － Ｍ） ÷ Ｎ 
1,976,920,426 

 

第九期保険料の基準額 （Ｐ ÷ Ｈ） ÷ 12月 

1,976,920,426円 ÷ 34,831 人 ÷ 12月 ＝ 4,729 円 ≒ 4,700 円 

 
 
 

11.3％減 

 

 

 

  

第八期保険料の基準額 

年額 63,600 円 

月額  5,300 円 

第九期保険料の基準額 

年額 56,400 円 

月額  4,700 円 
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⑤保険料段階の設定 

第１号被保険者の保険料は、１人ひとりの負担能力に応じたものとするため、所得の段階

に応じて設定します。本町では、より被保険者の負担能力に応じた所得段階とするため、国

の基準から負担割合を調整した13段階に設定しています。 

 

第九期介護保険料段階 負担割合 月額保険料 年額保険料 

第
１
段
階 

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税 

生活保護受給者の方 

0.285 1,340 16,080 
世帯全員が、住民税非課税で老齢福祉年金 (※１）を受けている方 

世帯全員が、住民税非課税で前年の合計所得金額 (※２）＋ 課税年金 (※３） 

収入額が 80万円以下の方 

第
２
段
階 

世帯全員が、住民税非課税で前年の合計所得金額 (※２）＋ 課税年金 (※３） 

収入額が 80万円を超えて 120 万円以下の方 
0.485 2,280 27,360 

第
３
段
階 

世帯全員が、住民税非課税で前年の合計所得金額 (※２）＋ 課税年金 (※３） 

収入額が 120 万円を超えている方 
0.685 3,220 38,640 

第
４
段
階 

本
人
が
住
民
税
非
課
税 

世帯員の誰かに住民税が課税されているが、本人は、 

住民税非課税で前年の合計所得金額＋課税年金収入額が 80万円以下の方 
0.90 4,230 50,760 

第
５
段
階 

世帯員の誰かに住民税が課税されているが、本人は、 

住民税非課税で前年の合計所得金額＋課税年金収入額が 80万円を超えている方 
1.00 4,700 56,400 

第
６
段
階 

本
人
が
住
民
税
課
税 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 120万円未満の方 1.10 5,170 62,040 

第
７
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 120万円以上で 210 万円未満の方 1.20 5,640 67,680 

第
８
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 210万円以上で 320 万円未満の方 1.30 6,110 73,320 

第
９
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 320万円以上で 420 万円未満の方 1.40 6,580 78,960 

第
10
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 420万円以上で 520 万円未満の方 1.60 7,520 90,240 

第
11
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 520万円以上で 620 万円未満の方 1.90 8,930 107,160 

第
12
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 620万円以上で 720 万円未満の方 2.10 9,870 118,440 

第
13
段
階 

本人が、住民税課税で前年の合計所得金額が 720万円以上の方 2.30 10,810 129,720 

※１ 老齢福祉年金＝1911（明治 44）年４月１日以前に生まれた方、又は 1916（大正５）年４月１日以前に生ま

れた方で一定の要件を満たしている方が受けられる年金です。 

※２ 合計所得金額＝「所得」とは、実際の収入額から「必要経費の相当額」と「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係

る特別控除」を控除した額になります。また、住民税非課税の方は、「年金収入に係る雑所得の金額」も控除さ

れます。 

※３ 課税年金＝障害年金及び遺族年金以外の年金です。 
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第５章 計画の円滑な推進 

１ 計画の推進体制 

第九期計画の基本理念である「住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり」の実現

に向けて、地域住民や関係団体等の自主的な取組が求められています。そのため、町内会・

自治会、民生委員・児童委員、福祉団体、ボランティア団体、ＮＰＯ法人、サービス提供事

業所、企業、社会福祉協議会、医師会などの関係機関、神奈川県などとの連携の強化、協力

体制づくりを進めます。 

また、「大磯町第五次総合計画前期基本計画」ほか各種関連計画との整合、調和を図り、

関係各課の連携を強化し事業を推進します。 

 

２ 計画の進行管理と評価・公表 

第九期計画の進行管理については、「大磯町高齢者福祉計画策定等委員会」に報告し、点

検・評価を継続的に行います。 

計画の点検・評価については、ＰＤＣＡサイクルに基づき実施し、評価、見直しについて

は、広報や町ホームページなどを使用して広く公表します。 

 

※ＰＤＣＡサイクル 

計画（ＰＬＡＮ）を立て、それを実行（ＤＯ）し、実行の結果を評価（ＣＨＥＣＫ）して、

さらに事業や計画の見直し（ＡＣＴＩＯＮ）を行うという一連の流れをサイクルとして進め

ていく方法。 

 

 

※出典：大磯町地域福祉計画より 

  

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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３ 数値目標 

具体的な項目を抽出し、それぞれに数値目標を設定して、目標達成に向けて取り組みます。

この項目以外にも取組の進捗状況等について公表していきます。 

（１）基本目標 

目標 現状値 目標値  

 基本施策 指標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  

１ 高齢者がいつまでも元気で暮らせるまち  

 

介護予防・重度

化防止の推進 
（61 頁） 

特定健康診査受診率 36.3％ 37.5％ 38.0％ 38.5％ ※ 

介護予防事業の参加者数 2,262 人 2,300 人 2,500 人 2,700 人  

介護予防講師派遣数 21 回 30 回 35 回 40 回  

認定の結果が前回の介護度よ

りも重度化する割合 
13.8％ 14.0％ 14.0％ 14.0％  

地域の通いの

場の推進（63頁） 

世代交流センターさざんか荘

利用者数 
12,323 人 12,430 人 13,215 人 14,000 人  

65 歳以上の要支援、要介護認

定者の割合 
17.9％ 18.5% 19.1% 19.5% ※ 

介護予防の担

い手の育成 
（65 頁） 

介護体験教室の開催 ０回 １回 １回 １回 新 

生きがいづく

りの促進（66頁） 
老人クラブ会員数 586 人 620 人 650 人 700 人  

社会参加の支

援（68 頁） 

シルバー人材センター会員登

録者数 
138 人 142 人 145 人 150 人 ※ 

２ 高齢者が安心して暮らせるまち  

 

住まいや環境

の整備（70 頁） 

緊急通報システム利用者数（月

平均） 
70 人 73 人 76 人 80 人  

家族介護者の

支援の取組 
（71 頁） 

家族介護者支援事業参加者数 35 人 45 人 55 人 70 人 新 

高齢者の権利

擁護（75 頁） 

権利擁護支援の中核機関の設

置数 
0 か所 0 か所 １か所 1 か所 新 

３ 地域のみんなで支え合うまち  

 

認知症施策の

推進（77 頁） 

認知症サポーター登録数 2,993 人 3,200 人 3,400 人 3,600 人 ※ 

認知症初期集中支援チーム数 １チーム １チーム １チーム １チーム  

認知症地域支援推進員数 ２人 ２人 ３人 ３人  

認知症等行方不明ＳＯＳネッ

トワーク登録者数 
23 人 28 人 33 人 38 人  

認知症カフェの確保 ２か所 ４か所 ４か所 ４か所 新 

地域での見守

り体制の充実
（80 頁） 

配食見守りサービス提供主体 １か所 １か所 ２か所 ２か所 新 
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目標 現状値 目標値  

 基本施策 指標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  

３ 地域のみんなで支え合うまち（続き）  

 

重層的支援体

制整備に向け

た連携促進 
（81 頁） 

軽度生活支援サービス利用者数 １人 １人 ２人 ２人  

大磯ＥＮばんく掲載団体数 ７団体 12 団体 17 団体 22 団体  

在宅医療・介護

連携の推進 
（83 頁） 

在宅医療・介護連携研修会の開

催数 
２回 ２回 ２回 ２回 ※ 

在宅医療多職種連携講演会の開

催数 
１回 １回 １回 １回  

出前講座参加者の受講後の意識

の変化割合 
０％ 10％ 20％ 30％ 新 

地域包括支援

センター機能

の強化（84 頁） 

地域ケア推進会議の開催回数 １回 １回 １回 １回  

地域ケア会議の開催回数 12 回 12 回 12 回 12 回 新 

４ 適切な介護保険運営とサービスの質の向上  

 

介護給付適正

化のための取

組（100 頁） 

65歳以上の要支援、要介護認定

者の割合 

（再掲） 

17.9％ 18.5% 19.1% 19.5% ※ 

１人あたりの介護給付費 130 万円 140 万円以下 150 万円以下 160 万円以下 ※ 

実施指導事業所数 14 事業所 15 事業所 16 事業所 20 事業所  

要介護認定の適正化 

 
100％ 100％ 100％ 100％ 新 

ケアプランの点検 ４事業所 ５事業所 ５事業所 ５事業所  

住宅改修等の点検 ０件 ２件 2 件 ２件  

介護給付費通知 実施 実施 実施 実施  

縦覧点検 20 件 60 件 65 件 70 件  

介護給付の医療情報との突合 282 件 290 件 300 件 310 件  

介護人材育成・

確保と介護サ

ービスの適正

な実施（102 頁） 

ケアマネジャー等の資質の向上

のための研修会、勉強会等の開

催数 

１回 １回 １回 １回  

介護保険制度

の情報提供・相

談体制の充実 
（103 頁） 

介護保険制度の周知 実施 実施 実施 実施  

・※は大磯町総合計画前期基本計画で設定している項目です。 

・新は本計画で新たに設定した項目です。 

・現状値については見込値及び一部令和４年度の数値を使用しています。 
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（２）介護予防・自立支援・重度化防止の取組 

目標 現状値 目標値 
 基本施策 取組の指標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

介護予防・重度化防止

の推進 
（61 頁） 

介護予防事業の参加者

数（再掲） 
2,262 人 2,300 人 2,500 人 2,700 人 

介護予防講師派遣数

（再掲） 
21 回 30 回 35 回 40 回 

認定の結果が前回の介

護度よりも重度化する

割合（再掲） 

13.8％ 14.0％ 14.0％ 14.0％ 

認知症施策の推進 
（77 頁） 

認知症サポーター登録

数（再掲） 
2,993 人 3,200 人 3,400 人 3,600 人 

認知症初期集中支援チ

ーム数（再掲） 
１チーム １チーム １チーム １チーム 

認知症地域支援推進員

数（再掲） 
２人 ２人 ３人 ３人 

認知症カフェの確保

（再掲） 
２か所 ４か所 ４か所 ４か所 

介護人材育成・確保と

介護サービスの適正

な実施（102 頁） 

ケアマネジャー等の資

質の向上のための研修

会、勉強会等の開催数

（再掲） 

１回 １回 １回 １回 

・現状値については見込値及び一部令和４年度の数値を使用しています。 
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参考資料 

１ 大磯町高齢者福祉計画策定等委員会名簿 

任期：令和２年４月１日～令和５年３月 31 日           （敬称略） 
 区分 委員名 備考 

１ 神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部 看護学科 末 田 千 恵  

２ まちかど法律事務所 弁護士 石 森 加奈子  

３ 中郡医師会大磯班 木 内  忍  

４ 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会 坂 本 佳 総  

５ 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会 瀬 戸 裕 史  

６ 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会 都 築 理 絵 委員長 

７ 大磯町社会福祉協議会 
竹 内 京 三 ～令和２年８月 12 日 

大河内 優 子 令和２年８月 13 日～ 

８ 大磯町地域包括支援センター 岩 本 朋 子  

９ 大磯町老人クラブ連合会 添 田  栄 副委員長 

10 公募町民 浅 井 祥 子  

11 公募町民 石 田 信 弘  

12 平塚保健福祉事務所 畑  健 史  

13 大磯町町民福祉部スポーツ健康課長 

瀬 戸 克 彦 ～令和 3 年 3 月 31 日 

原 俊清 ～令和 4 年 3 月 31 日 

吉田 敏美 ～令和 5 年 3 月 31 日 

14 大磯町教育委員会教育部生涯学習課長 
波多野 昭 雄 ～令和 3 年 3 月 31 日 

谷河 かおり ～令和 4 年 3 月 31 日 

任期：令和５年４月１日～令和８年３月 31 日           （敬称略） 
 区分 委員名 備考 

１ 神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部 看護学科 末 田 千 恵  

２ まちかど法律事務所 弁護士 石 森 加奈子  

３ 中郡医師会大磯班 木 内  忍  

４ 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会 岸  博 美  

５ 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会 中 田 知 佳  

６ 大磯町社会福祉協議会 鈴 木 豊男子 委員長 

７ 大磯町地域包括支援センター（東部） 服 部 清 仁  

８ 大磯町地域包括支援センター（西部） 木 内 健太郎  

９ 大磯町老人クラブ連合会 吉 村 輝 夫 副委員長 

10 公募町民 富 山  昇  

11 平塚保健福祉事務所 新 井 律 子  

12 大磯町町民福祉部スポーツ健康課長 谷 河 かおり  

13 大磯町教育委員会教育部生涯学習課長 北 水 慶 一  
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２ 大磯町高齢者福祉計画策定等委員会規則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、大磯町附属機関の設置に関する条例（昭和30年大磯町条例第16号。以下

「条例」という。）第２条の規定により設置された大磯町高齢者福祉計画策定等委員会（以下

「委員会」という。）について、条例第３条の規定に基づき組織、所掌事項及び委員その他の

構成員並びにその運営に関して必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８の規定に基づく大磯町老人福祉計画及

び介護保険法（平成９年法律第123号）第117条第１項の規定に基づく大磯町介護保険事

業計画（以下これらを「計画」という。）の策定に関わる調査研究に関すること。 

(2) 計画の策定の進捗管理に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、計画の策定及び進行管理のために必要な事項に関すること。 

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱又は任命するものとする。 

(1) 学識経験者 

(2) 中郡医師会大磯班が推薦する者 

(3) 湘南ウエスト大磯二宮介護保険事業者連絡会が推薦する者 

(4) 大磯町社会福祉協議会が推薦する者 

(5) 大磯町地域包括支援センターが推薦する者 

(6) 大磯町老人クラブ連合会が推薦する者 

(7) 公募町民 

(8) 平塚保健福祉事務所が推薦する者 

(9) 町職員 

(10) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、任期途中に新たに追加した 

委員の任期は、他の委員の任期に合わせるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職 

務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の者が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員（議長を除く。）の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  
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（意見等の聴取） 

第７条 委員会は、その所掌事項について必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への

出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（会議の招集の特例） 

第８条 委員の任期満了後に開く最初の会議の招集は、第６条第１項の規定にかかわらず、町長

が行う。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、高齢者福祉計画策定主管課において処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行後、最初に開く会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、町長が招 

集する。 
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３ 計画策定の経過 

日時等 内容 

令和５年７月５日（水） 令和５度第１回大磯町高齢者福祉計画策定等委員会 

令和５年７月 18 日（火） 
第九期介護保険事業計画策定に係る圏域別市町村意見交

換会等の開催（Ｗｅｂ会議） 

令和５年８月 16 日（火） 
第九期介護保険事業計画策定に係る圏域別市町村意見交

換会等の開催（Ｗｅｂ会議） 

令和５年８月 29 日（火） 令和５年度第２回大磯町高齢者福祉計画策定等委員会 

令和５年９月 28 日（木） 令和５年第１回介護保険運営協議会 

令和５年 10 月 18 日（水） 令和５年度第３回大磯町高齢者福祉計画策定等委員会 

令和５年 11 月 15 日（水）～ 

令和５年 12 月 14 日（木） 
パブリックコメント（意見募集） 

令和５年 11 月９日（木） 町議会（福祉文教常任委員会協議会） 

令和５年 11 月 30 日（木） 
第九期介護保険事業計画に向けたサービス見込み量及び

保険料推計等に係るヒアリング第１回（Ｗｅｂ会議） 

令和５年 12 月４日（月） 
第九期介護保険事業計画に向けたサービス見込み量及び

保険料推計等に係るヒアリング第２回（Ｗｅｂ会議） 

令和６年１月９日（火） 庁内会議（政策会議） 

令和６年１月９日（火） パブリックコメント（公表） 

令和６年１月 24 日（木） 町議会（福祉文教常任委員会協議会） 

令和６年２月１日（木） 令和５年第２回介護保険運営協議会 

令和６年２月 13 日（火） 町議会（定例会） 

令和６年２月 15 日（木） 令和５年度第４回大磯町高齢者福祉計画策定等委員会 
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４ 用語集 

【あ】 

○ICT （Information and Communication Technology（情報通信技術））化 

情報通信技術を活用して業務におけるコミュニケーションの円滑化、並びに業務効率化や

生産性向上を図ることを指す。 
【い】 

○生きがいマップ 

住み慣れた地域でいつまでも健やかにいきいきと暮らし、地域住民との交流を通じて、自

らの生きがいづくり・健康づくりを支援するため、地域で活動しているボランティアや趣味

のサークル活動等の情報冊子。町内各所に設置している。 

【う】 

○運転免許自主返納制度 

加齢に伴う身体機能や認知機能の変化により、運転に不安を感じている高齢運転者が運転

を継続する意思がなく、運転免許証の返納を希望する方のために、自主的に運転免許取り消

しの申請ができる制度。 

【か】 

○介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護が必要な人のために、介護サービス計画（ケアプラン）の作成、介護に関する相談、

市区町村との連絡調整、保険の給付管理などを行う資格のこと。 

○介護保険サービス（介護給付） 

要介護者を対象とした介護サービスと要支援者を対象とした介護予防サービス、要支援者

及び事業対象者を対象にした介護予防・日常生活支援総合事業に区分される。 

○介護予防 

要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと、そして要介護状態にあってもその

悪化をできる限り防ぐこと、さらには軽減を目指すこと。 

【き】 

○キャラバンメイト 

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」を開催し、講師役を務める人

のこと。 

○救急あんしんカード 

普段から身に付けることで、外出先などでの緊急時に家族や関係機関への連絡や適切な処

置に備えるカード。 

○救急医療キット 

自宅での緊急時に連絡先や持病・普段服用している薬のことなどを伝えられない時の心配

に備えるもの。必要事項を記入し冷蔵庫に入れて万一の際に役立てることができる。 

○共助 

制度化された相互扶助のこと。医療、年金、介護保険、社会保険制度など被保険者による

相互の負担で成り立つ。 
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○居宅サービス 

介護保険の給付対象サービスのうち、在宅で受けるサービスのこと。介護の担当者が自宅

を訪問するサービス、介護を受ける人が日帰りで施設を利用するサービスなどがある。 

【け】 

○ケアプラン（介護サービス計画） 

各種介護サービスの中から、必要なサービスを選択し、利用日、利用数などを決めた計画

のこと。 

○ケアマネジメント 

ケアマネジャーが利用者の必要とするサービスを選択し、効果的に提供すること。 

○経済的負担の軽減 

所得が低い方で、一定の要件を満たす方等の利用者負担額（介護サービスに係る費用の利

用者負担、食費・居住費負担等）の一部を助成し、負担を軽減すること。 

○傾聴ボランティア 

相手の話を「聴く」ボランティア。傾聴は人の気持ちに寄り添うことで悩みや不安を解消

し、精神的な健康の維持や回復に有効とされる。 

○健康寿命 

ＷＨＯが提唱した指標で、心身ともに自立し、健康的に生活できる期間のこと。 

【こ】 

○後期高齢者 

75 歳以上の高齢者の方。 

○公助 

自助・互助・共助では対応出来ないこと（困窮等）に対して、最終的に必要な生活保障を

行う社会福祉制度のこと。公による負担（税による負担）で成り立つ。 

○高齢化率 

高齢者人口の総人口に占める割合のこと。 

○高齢者虐待防止ネットワーク 

高齢者を世話する家族などによる虐待、介護施設従事者などによる虐待に対応できるよう、

町・地域包括支援センターをはじめとした関係機関によるネットワークのこと。 

○国勢調査 

国の人口や世帯の構造、就業状態などの実態を明らかにするため、全世帯を対象に５年ご

とに行われる大規模な統計調査。 

○互助 

個人的な関係性を持つ人間同士が助け合い、それぞれが抱える生活課題をお互いが解決し

合う力のこと。幅広い様々な形態がある。 

【し】 

○自助 

自分の力で住み慣れた地域で暮らすために、自発的に自身の生活課題を解決する力のこと。 

○重層的支援体制 

既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制を構築するため、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一

体的に実施する体制のこと。  
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○障がい福祉相談（総合相談窓口） 

障がいを持つ方の自立した地域生活を支援するため、保健・医療・福祉サービスや障害者

総合支援法の制度等の情報提供と必要に応じた関係機関等との調整を行う窓口。 

○シルバー人材センター 

高齢者雇用安定法に基づき、概ね 60 歳以上の人を対象とした組織。働くことを通じて生

きがいを得るとともに、地域社会の活性化に貢献することを目的とする。 

【せ】 

○生活機能 

生活するための機能全体のこと。身体や精神の働き（心身機能）だけでなく、日常生活動

作や家事、職業能力や家庭や社会での役割なども含む。 

○生活支援コーディネーター 

地域の様々な生活支援・介護予防サービスの提供体制を構築するためのコーディネート機

能を担う人。 

○生活習慣病 

食事や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が深く関与し、それらが発症の要因となる

疾患の総称。日本人の死因の上位を占めるがんや心臓病、脳卒中は、生活習慣病に含まれる。 

○成年後見制度 

認知症の方、知的障害のある方、精神障害のある方など判断能力が不十分な人の財産管理

や身上監護を、代理権や同意権・取消権が付与された成年後見人等が行う仕組みのこと。家

庭裁判所が成年後見人等を選任する「法定後見」とあらかじめ本人が任意後見人を選ぶ「任

意後見」がある。 

○前期高齢者 

65 歳～74 歳までの高齢者の方。 

【そ】 

○総合事業 

介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業を合わせて「総合事業（介護予防・

日常生活支援総合事業）」と呼ぶ。高齢者の介護予防と高齢者が安心して自立した日常生活を

送るために支援をすることなどを目的とする。 

○壮年層 

本計画のアンケート調査として行った『壮年層調査』では、55 歳から 64 歳までの年齢

群を指すために用いている。 

【た】 

○第１号被保険者 

介護保険の被保険者のうち、65 歳以上の高齢者の方。 

○第２号被保険者 

40 歳から 64 歳までの医療保険加入者の方。 

○団塊ジュニア世代 

1971（昭和 46）年から 1974（昭和 49）年に生まれた世代を指す。 

○団塊世代 

1947（昭和 22）年から 1949（昭和 24）年に生まれた戦後世代を指す。  
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【ち】 

○地域共生社会 

制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な

主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人一人の暮ら

しと生きがい、地域を共につくっていく社会のこと。 

○地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援する

ための情報システム。介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関

する様々な情報がシステムに一元化され、かつグラフ等を用いて提供される。 

○地域包括ケアシステム 

高齢者が介護の必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることがで

きるよう、「医療」「介護」「住まい」「生活支援・介護予防」が包括的に確保される体制のこ

と。 

○地域包括支援センター 

要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで続けることができる

ように地域内で助け合う体制のこと。 

○地域密着型サービス 

住み慣れた自宅又は地域で要介護者の生活を支えることを目的として、2006（平成 18）

年の介護保険法改正により新たに設けられたサービス。その後の改正によりサービスの種類

を拡大。利用者は原則として各市町村の住民が基本となる。 

【と】 

○特定健康診査 

40 歳～74 歳を対象に生活習慣病を目的として行う、メタボリックシンドロームに着目し

た健診のこと。 

【に】 

○認知症ケアパス 

認知症発症予防から人生の最終段階まで、認知症の容態に応じ、相談先や、いつ、どこで、

どのような医療・介護サービスを受ければいいのか、これらの流れを示したガイドブックの

こと。 

○認知症サポーター 

認知症に対する正しい知識と理解を持ち、認知症の人や家族に自分のできる範囲で活動を

行う人を｢認知症サポーター養成講座｣の受講により養成し、目印に「オレンジリング」をつ

けてもらう。 

○認知症初期集中支援チーム 

認知症の早期から家庭訪問等を行い、認知症の人のアセスメントや、家族の支援などを行

う認知症専門医や保健師、看護師、社会福祉士などの医療・福祉の専門スタッフで構成され

た専門職のチーム。 

○認知症地域支援推進員 

地域における医療及び介護の連携強化並びに、認知症の人やその家族に対する支援体制の

強化を図る役割を担う専門職員。厚生労働省が実施する「認知症地域支援推進員研修」を受

講し、地域包括支援センター等に配置される。  
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【は】 

○8050 問題 

80 代の親が 50 代の子どもの生活を支えるために経済的にも精神的にも強い負担を請け

負うという社会問題のこと。 

○バリアフリー 

バリアフリーとは、障がいのある人や高齢者など、様々な人が生活の中で「不便だな」「難

しいな」と感じることをなくすこと。 

【ひ】 

○ＰＤＣＡサイクル 

Plan（企画立案）→ Do（実施）→ Check（評価）→ Action（見直し・改善）からなる

管理手法。４段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善するための手法。 

○避難行動要支援者 

要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、児童、傷病者、外国人など、特に配慮を

要する者をいう。）のうち、自ら避難することが困難な者であってその円滑かつ迅速な避難の

確保を図るため特に支援を要する者のこと。 

【ふ】 

○フレイル 

「frailty(虚弱)」の日本語読み。健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認

知機能の低下が見られる状態のことを指すが、適切な治療や予防を行うことで要介護状態に

進まずにすむ可能性がある。 

【み】 

○民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、住民の相談に応じ、必要な援助を

行い、社会福祉の増進の活動をし、「児童委員」を兼ねている非常勤の公務員である。 

【よ】 

○要介護度 

日常生活を送るにあたって、どの程度の介護（介助）を必要とするかを表す指標といえる

のが「要介護度」。一般的には介護保険制度の要介護認定の段階であり、「自立」「要支援１～

２」「要介護１～５」の計８段階がある。 

○要配慮者利用施設 

国土交通省所管の水防法及び土砂災害防止法に規定された、特別養護老人ホームなどの社

会福祉施設、病院、幼稚園などの施設のこと。 

○予防給付 

要支援 1・2 と認定された方が利用できる介護サービス。早い時期に予防とリハビリテー

ションを行うことで生活機能を改善できる可能性がある。 

【ろ】 

○老人クラブ 

地域を基盤とする高齢者の自主的組織。自らの生きがいを高め、健康づくりを進める活動

やボランティア活動など、各種活動との均衡を図りながら、多様な社会活動を実施する。 
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